


 



 

誰もがお互いを尊重し、 

生き生きと暮らせる社会をめざして 
 

人口減少社会や人生 100 年時代の到来を迎え、私たちを 

取り巻く社会構造は大きく変化しています。女性の社会進出 

が大きく期待される中、誰もが自分らしく生き生きと暮らせる社会を実現するために

は、多様な働き方や生き方を認め合うことがますます求められています。 

平成 27（2015）年の国連サミットでは、「持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」が採択されました。持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するために掲げ

られた 17 の国際目標「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」に「ジェンダー平等を実現

しよう」が設定され、男女共同参画の必要性が国際的にも認知されています。 

一方で令和４年７月に世界経済フォーラムが公表した「ジェンダーギャップ指数（各

国における男女格差を測る指数）」では、日本は 146 か国中 116 位と下位にランクさ

れました。「男性は仕事、女性は家庭」といった固定的な意識や社会慣行が打破できて

いないことが、国際的な認識となってしまっています。加えて令和２（2020）年１月

からは、新型コロナウイルス感染症が流行。配偶者等からの暴力の増加や就労実態の

悪化なども招き、男女共同参画の視点からの事態改善が求められています。 

厚木市では、男女共同参画社会基本法に基づく３次にわたる「男女共同参画計画」

を策定し、これまでに様々な施策を推進してまいりました。この度、第３次計画の期

間が満了を迎えたことから、社会情勢の変化や従前の成果と課題を踏まえた「第４次

男女共同参画計画」を策定いたしました。誰もが互いに人権を尊重し、一人一人が生

き生きと個性や能力を発揮できる男女共同参画社会の実現に向けて積極的に取り組ん

でまいりますので、皆様の更なる御理解と御協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定に当たり、慎重に御審議をいただきました男女共同参画推進

委員会の皆様、アンケート等で貴重な御意見を賜りました市民の皆様に、心から感謝

を申し上げます。 

 

令和５（2023）年３月 

厚木市長  山口 貴裕   
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第１章    計画の策定に当たって 

 

 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

本市では、平成15（2003）年に男女共同参画社会基本法に基づき、「男女共同参

画計画」を策定しました。その後、平成25（2013）年には、「第２次男女共同参画

計画」、平成30（2018）年に「第３次厚木市男女共同参画計画」（以下「第３次計画」

という。）を策定し、男女共同参画に向けた様々な施策を推進してきました。 

近年、人生100年時代の到来や直面する人口減少社会など、私たちを取り巻く環境

は、著しく変化しており、また、令和２（2020）年から流行した新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大は、オンラインを活用した働き方や在宅時間の増加などの日常生

活に変化をもたらし、一方で、全国的には配偶者等からの暴力の増加、就労実態の悪

化などが報告されています。 

そうした中、豊かな市民生活を持続していくためには、誰もが個性や能力を発揮し

て生き生きと暮らすことができる男女共同参画社会※の実現が不可欠です。 

誰もがお互いに人権を尊重し、一人一人が生き生きと個性や能力を発揮できる男女

共同参画社会の実現に向け、「第４次厚木市男女共同参画計画」を策定します。 

 

（１）国・県の動き 

国は、平成11（1999）年６月に「男女共同参画社会基本法」（以下「基本法」と

いう。）を制定し、男女共同参画社会の形成についての基本理念や国、地方自治体、国

民の責務を明確にするとともに、男女共同参画社会の実現を21世紀の我が国における

最重要課題として位置付けています。この基本法に基づき、平成12（2000）年に「男

女共同参画基本計画」を閣議決定し、以来５年ごとに、計画の改定が行われました。 

令和２（2020）年12月に閣議決定された現在の「第5次男女共同参画基本計画」

においては、経済社会環境や国際情勢の変化を踏まえ、ジェンダー平等に係る多国間

合意の履行の観点から、基本法が目指す男女共同参画社会の形成の促進を図ることと

しています。 

 

 

 

※ 男女共同参画社会：男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画
する機会が確保されること。 
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神奈川県では、昭和57（1982）年に「かながわ女性プラン」を策定しました。そ

の後、昭和62（1987）年には、時代の潮流を考慮して「新かながわ女性プラン」を

策定し、更に平成９（1997）年には、21世紀に向け「かながわ女性プラン21」を

策定しました。 

そして、平成15（2003）年に「かながわ女性プラン21」に代わり、男女共同参

画社会基本法に基づく男女共同参画計画として、「かながわ男女共同参画推進プラン」

を策定し、以来５年ごとに、プランの改定を行い、家庭、職場、学校、地域など、人

生の様々な場面で、誰もが性別に関りなく、共に生き、共に参画し、活躍できる社会

の実現に向けて様々な取組が行われております。 

 

（２）ＳＤＧｓへの取組 

平成27（2015）年９月に国連サミットで「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」が採決され、平成28（2016）年から令和12（2030）年までの国際目標とし

て、持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するために17の目標と169のター

ゲットからなる「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」（以下「ＳＤＧｓ」という。）が掲

げられました。 

「SDGｓ」は、環境・経済・社会に関わる幅広い目標、ターゲットを設定していま

すが、17の目標の中には、「目標５ ジェンダー平等を実現しよう」等、本計画に関

係が深い目標が盛り込まれています。 

本計画においても、基本方針ごとにＳＤＧｓの目標を定め、施策を推進していきま

す。なお、第４章の施策の展開において、関連するＳＤＧｓの目標を示しています。 

 

SDGｓが掲げる目標５「ジェンダー平等を実現しよう」の実現に向け、

総合的な男女共同参画を推進します。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、男女共同参画社会基本法第14条第３項に基づき、本市の男女共同参画社

会の実現を推進するための「市町村男女共同参画計画」であり、第10次厚木市総合計

画と整合を図った個別計画です。 

また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第２条の３第３項

に基づいた市町村基本計画及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６

条第２項に基づく市町村推進計画として位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

計画期間は、令和５（2023）年度から令和9（2027）年度までの５年間とします。 

国の男女共同参画基本計画及び県のかながわ男女共同参画推進プランが５年ごとに

見直しされていることを考慮しています。 

ただし、社会情勢の変化等に応じて、必要がある場合は、計画期間内でも見直しを

行います。 

国 

第５次 
男女共同参画基本計画 

県 

かながわ男女共同参画
推進プラン（第５次） 

第 10 次 
厚木市総合計画 

第４次厚木市 
男女共同参画計画 

男女共同参画社会基本法 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法） 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法） 

勘案 勘案 
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第２章 

厚木市の男女共同参画の現状 
 

 

１ 男女共同参画に関わる本市の現状 

２ 厚木市男女共同参画市民意識調査結果（令和３（2021）年度） 

から見える本市の現状 

３ 第３次計画に基づいた本市の実施事業結果 
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第２章    厚木市の男女共同参画の現状 

 

 

 

１ 男女共同参画に関わる本市の現状 

（１）人口に関する状況  

① 人口の推移 

本市が独自に行った厚木市人口ビジョンの推計では、少子高齢化が進展し、年少人

口（0～14歳）割合は平成27（2015）年の12.8％から令和27（2045）年には10.5％

へと下降し、令和47（2065）年には10.2％となることが見込まれています。 

一方、前期高齢者人口（65～74歳）割合は上昇を続け、後期高齢者人口（75歳～）

割合については、平成27（2015）年の9.1％から令和47（2065）年には23.5％

と大幅に上昇することが見込まれています。 

 

 

人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚木市人口ビジョンによる将来人口推計（令和３（2021）年３月） 

  

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-）

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-）

 

12.8 11.9 11.2 10.6 10.5 10.5 10.5 10.4 10.2 10.1 10.2

64.3 62.5 61.8 61.0 58.9
55.7 53.7 52.7 52.9 52.7 52.9

13.8
13.5

11.5
10.8

12.9
15.9

16.2
14.2

12.6
12.6 13.4

9.1 12.1
15.6

17.5
17.6

18.0
19.7

22.8
24.4

24.5
23.5

225,714 224,536 219,908 214,727
207,858

200,225
192,427

184,612
176,092

166,503
156,422

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

(人)

（図表２-１-１） 
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② 将来展望 

本市では、様々な人口対策を講じることで年少人口（0～14歳）が増加し、生産年

齢人口（15～64歳）の減少が和らぐことにより、人口構成の急激な変化が緩和され、

令和47（2065）年の人口を約20.2万人とすることを目標としています。 

 

将来展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚木市人口ビジョンによる将来人口推計（令和３（2021）年３月） 

 

 

 

  

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-）

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-）

12.8 11.9 11.2 11.0 11.3 12.0 12.8 13.7 14.2 14.5 14.7

64.3 62.5 62.2 61.4 59.2 56.0 54.2 53.4 54.0 54.6 55.4

13.8
13.5 11.2 10.4 12.2 14.6 14.3 12.0 10.2 9.9 10.0

9.1 12.1 15.3 16.9 16.9 16.9 18.1 20.3 21.0 20.3 18.5

225,714 224,536 224,408 221,922 218,655 215,390 212,690 210,709 208,221 205,065 202,038

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

(人)

（図表２-１-２） 
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（２）就業に関する状況  

① 労働力人口※における就業率の推移（全国） 

労働力人口における就業率の推移を見ると、全体では横ばい傾向にあり、令和３

（2021）年で60.4％となっています。男性に比べ女性では各年とも15ポイント以

上低く、令和３（2021）年で52.2％となっています。 

労働力人口における就業率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：総務省 労働力調査 

 

② 労働力人口における完全失業率の推移（全国） 

労働力人口における完全失業率の推移を見ると、全体では平成30（2018）年、令

和元（2019）年では低く、令和３（2021）年で2.8％となっています。男性に比べ

女性では各年とも低く、令和３（2021）年で2.5％となっています。 

労働力人口における完全失業率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省 労働力調査 

 

※ 労働力人口：就業者数と完全失業者数とを合わせた人口のこと。  

2.8 

2.4 2.4 

2.8 2.8 
2.7 

2.2 2.2 

2.5 2.5 

3.0 

2.6 
2.5 

3.0 
3.1 

2.0

2.5

3.0

3.5

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

(％)

就業率（全体） 就業率（女性） 就業率（男性）

（図表２-１-３） 

（図表２-１-４） 

58.8 
60.0 60.6 60.3 60.4 

49.8 
51.3 52.2 51.8 52.2 

68.4 69.3 69.7 69.3 69.1 

40.0

50.0

60.0

70.0

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

(％)

失業率（全体） 失業率（女性） 失業率（男性）
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③ 女性の年齢別就業率の推移 

本市の女性の年齢別就業率の推移を見ると、出産・育児期の30～39歳が底となり、

再び増加する「Ｍ字カーブ※」の傾向はありますが、年々、底が上昇し、カーブが緩や

かになっています。また、60～74歳の就業率が増加しています。 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２（2020）年） 

 

④ 女性の年齢別就業率（全国・県比較） 

本市の女性の年齢別就業率を全国、神奈川県と比較すると、25～49歳の就業率が、

神奈川県と同程度で、全国より低くなっています。 

女性の年齢別就業率（全国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

資料：国勢調査（令和２（2020）年） 

 

 

※ Ｍ字カーブ：日本の女性の就業率を年齢階級別にグラフ化したとき、結婚や出産を機に労働市場から退出する女性が
多く、子育てが一段落すると再び労働市場に参入するという特徴から、30 歳代を底とし、20 歳代後半
と 40 歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になること。  

厚木市 神奈川県 全 国
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59.7

68.9
64.5 64.9

68.5 70.6 70.2
68.0
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24.8

13.3 7.0
2.7

17.2

58.4

67.8
60.8

58.8
62.3

65.5 65.9 63.8

53.8 35.1

22.0

11.6 5.8
2.4

19 .4

58 .4

64 .9
58 .9
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63 .3 67 .1 68 .2

64 .5

55 .1

35 .0

21 .6

10 .8

5 .8
2 .2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
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20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

(％)

17.9

56.7

67.4

58.9

59.6
65.2

68.5

67.7
62.8

47.1

29.3

16.5

9.9

5.4
2.5

19 .4 

58 .4 

64 .9 

58 .9 

59 .3 
63 .3 

67 .1 

68 .2 
64 .5 

55 .1 

35 .0 

21 .6 

10 .8 5 .8 

2 .2 

0.0

20.0
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80.0
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24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

(％)

令和２年 平成27年

（図表２-１-５） 

（図表２-１-６） 
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⑤ 女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

本市の既婚・未婚別で女性の年齢別就業率を見ると、20～49歳では未婚者に比べ

て既婚者で就業率が低くなっています。特に20～39歳の各年代では全て20ポイント

以上の差となっています。 
 

女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（令和２（2020）年） 

 

⑥ 雇用形態の状況 

本市の雇用形態の状況を見ると、女性の「パート・アルバイト・その他」の割合は、

全国、神奈川県と同様に男性より高くなっています。また、同割合は、全国、神奈川

県に比べて高くなっています。 

男女別雇用形態の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（令和２（2020）年） 

  

既婚 未婚
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52.0

26.0
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5.8
3.6

24 .1 

39 .0 

47 .7 51 .1 
54 .9 
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9 .9 6 .8 

3 .4 

0.0
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29歳
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34歳
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55～
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60～
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80～
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85歳

以上

(％)

48.0

46.3

40.6

4.0

4.8

4.6

48.1

48.9

54.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 国

神奈川県

厚木市

【女性】

正規の職員・従業員 労働者派遣事業所の派遣社員 パート・アルバイト・その他

（図表２-１-７） 

（図表２-１-８） 

【男性】 【女性】 

81.6

81.4

77.6

2.6

2.8

4.4

15.8

15.8

18.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全 国

神奈川県

厚木市

【男性】
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28.5 
27.6 

28.4 
29.6 

30.6 35.1 
34.4 

35.4 
36.9 

38.8 

37.4 37.6 

39.6 
40.7 

42.3 

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

(％)

 

（３）女性参画に関する状況  

① 審議会等における女性委員の割合の推移 

本市の審議会等における女性委員の割合の推移を見ると、平成30（2018）年以降

増加傾向にあり、令和３（2021）年で30.6％となっています。国、神奈川県と比べ

て、各年ともに低くなっています。 

 

審議会等における女性委員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：内閣府、神奈川県、厚木市データ  

 

 

② 分野別における女性比率 

本市の分野別における女性比率を見ると、市立小中学校の管理職（校長、教頭）に

占める女性の割合が52.8％と最も高く、他の分野では１～2割台と低くなっています。 

 

分野別における女性比率 

 

分野 全数 うち女性 比率 

市役所の女性管理監督職（課長以上）の割合 137 人 16 人 11.7% 

市役所の女性管理監督職（主幹以上）の割合 252 人 53 人 21.0% 

市立小中学校の管理職（校長、教頭）に占める

女性の割合 
72 人 38 人 52.8% 

農業委員に占める女性の割合 14 人 2 人 14.3% 

防災委員に占める女性の割合 35 人 4 人 11.4% 

資料：厚木市データ（令和４（2022）年４月現在） 

  

厚木市 神奈川県 全 国

（図表２-１-９） 

（図表２-１-10） 
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③ 地域活動等における女性参画の現状 

本市のＰＴＡ会長に占める女性の割合の推移を見ると、減少傾向にあり、令和３

（2021）年で11.1％となっています。 

また、自治会長に占める女性の割合の推移を見ると、横ばい傾向にあり、令和３

（2021）年で4.2％となっています。 

地域活動等における女性参画の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚木市データ 

 

④ 女性消防職員及び女性消防団員の割合の推移 

本市の女性消防職員の割合の推移を見ると、令和元（2019）年以降増加傾向にあ

り、令和４（2022）年で4.6％となっています。 

また、女性消防団員の割合の推移を見ると、令和２（2020）年以降増加傾向にあ

り、令和４（2022）年で1.8％となっています。 

女性消防職員及び女性消防団員の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚木市データ  

PTA会長 自治会長

（図表２-１-11） 

（図表２-１-12） 
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0.0

5.0
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25.0

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

(％)

女性消防職員 女性消防団員

3.4 3.4 3.4 
3.8 3.9 

4.6 

2.0 
1.8 

1.5 
1.3 

1.5 
1.8 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

(％)
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（４）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の相談件数  

本市のＤＶの相談件数の推移を見ると、全国的に増加が報告されている中、増減を

繰り返しながらも減少傾向にあり、令和３（2021）年度で134件となっています。 

 

ＤＶの相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚木市データ 

※女性からの相談のみ 

 

  

（図表２-１-13） 
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回答者数 =

0.9

0.3

0.4

44.2

38.8

18.9

0.8

1.6

3.7

1.0

1.1

5.3

29.4

42.3

58.1

0.6

0.3

2.6

21.8

13.6

9.2

1.3

2.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

２ 厚木市男女共同参画市民意識調査結果（令和３年(2021) 

年度）から見える本市の現状 

（１）女性の活躍推進について  

① 女性にとって望ましい働き方 

女性にとって望ましい働き方の考え方については、「結婚・出産してもずっと就業す

る」の割合が44.2％、「出産したら仕事を辞め、子育てが終わってから再度就業する」

の割合が29.4％となっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べ「結婚・出産してもずっと就業する」の

割合が増加しています。一方、「出産したら仕事を辞め、子育てが終わってから再度就

業する」の割合が減少しています。 

 

女性にとって望ましい働き方（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

結婚せず、ずっと就業する

結婚・出産してもずっと就業する

結婚したら仕事を辞め、その後は就業しない

出産したら仕事を辞め、その後は就業しない

出産したら仕事を辞め、子育てが終わってから再度就業する

就業しない

その他

無回答

（図表２-２-１） 

回答者数 =

令和３年 1,117

平成28年 1,161

平成23年 1,280

0.9

0.3

0.4

44.2

38.8

18.9

0.8

1.6

3.7

1.0

1.1

5.3

29.4

42.3

58.1

0.6

0.3

2.6

21.8

13.6

9.2

1.3

2.2

1.8
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➁ 女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために必要なこと 

女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために必要なことについては、「保

育所や学童クラブ（放課後児童クラブ）等、子どもを預けられる環境の整備」の割合

が79.0％と最も高く、次いで「男性の家事参加への理解・意識改革」の割合が60.0％、

「短時間勤務や在宅勤務等職場における育児との両立支援制度の充実」の割合が

59.4％となっています。 

女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 政治・経済・地域等の各分野で女性のリーダーが増えることで生じる変化 

女性のリーダーが増えることで生じる変化については、「多様な視点が加わることに

より、新たな価値や商品・サービスが創設される」の割合が62.3％と最も高く、次い

で「男女問わず意欲のある人材が活躍できる」の割合が61.4％、「女性の声が反映さ

れやすくなる」の割合が50.0％となっています。 

政治・経済・地域等の各分野で女性のリーダーが増えることで生じる変化 

  ％

多様な視点が加わることにより、新たな価値や
商品・サービスが創設される

男女問わず意欲のある人材が活躍できる

女性の声が反映されやすくなる

男女問わず仕事と家庭のバランスのとれた
生活ができるようになる

男性の家事・育児・介護等への参加が増える

人材・労働力の確保につながり、社会全体が
活性化する

労働時間の短縮等の働き方の見直しが進む

保育・介護等の公的サービスの必要性が
増大し、家計負担及び公的負担が増大する

今より仕事以外のことが優先され、業務に
支障を来すことが多くなる

男性のポストが減り、男性が活躍しづらくなる

その他

62.3

61.4

50.0

33.0

32.1

31.1

19.2

13.4

5.3

3.8

3.3

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,117 ％

保育所や学童クラブ等、子どもを
預けられる環境の整備

男性の家事参加への理解・意識改革

短時間勤務や在宅勤務等職場に
おける育児との両立支援制度の充実

女性が働き続けることへの周囲の
理解・意識改革

家事・育児支援サービスの充実

長時間労働の改善を含めた働き方の
見直し

働き続けることへの女性自身の
意識改革

その他

79.0

60.0

59.4

51.6

42.3

40.1

23.9

4.0

0 20 40 60 80

（図表２-２-２） 

（図表２-２-３） 

％

保育所や学童クラブ等、子どもを
預けられる環境の整備

男性の家事参加への理解・意識改革

短時間勤務や在宅勤務等職場に
おける育児との両立支援制度の充実

女性が働き続けることへの周囲の
理解・意識改革

家事・育児支援サービスの充実

長時間労働の改善を含めた働き方の見直し

働き続けることへの女性自身の意識改革

その他

79.0

60.0

59.4

51.6

42.3

40.1

23.9

4.0

0 20 40 60 80

％

多様な視点が加わることにより、新たな価値や
商品・サービスが創設される

男女問わず意欲のある人材が活躍できる

女性の声が反映されやすくなる

男女問わず仕事と家庭のバランスのとれた
生活ができるようになる

男性の家事・育児・介護等への参加が増える

人材・労働力の確保につながり、社会全体が
活性化する

労働時間の短縮等の働き方の見直しが進む

保育・介護等の公的サービスの必要性が
増大し、家計負担及び公的負担が増大する

今より仕事以外のことが優先され、業務に
支障を来すことが多くなる

男性のポストが減り、男性が活躍しづらくなる

その他

無回答

62.3

61.4

50.0

33.0

32.1

31.1

19.2

13.4

5.3

3.8

3.3

1.5

0 20 40 60 80
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④ 政治・経済・地域等の各分野で女性のリーダーが増えるために必要なこと 

女性のリーダーが増えるために必要なことについては、「必要な知識や経験等を持つ

女性が増えること」の割合が57.6％と最も高く、次いで「夫等の家族が子育て・介護・

家事等をともに分担すること」の割合が48.3％、「保育・介護等の公的サービスが充

実すること」の割合が44.8％となっています。 

政治・経済・地域等の各分野で女性のリーダーが増えるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男女平等意識について 

① 男女共同参画社会の認知度 

男女共同参画社会の認知度については、「言葉は聞いた事がある」の割合が49.2％

と最も高く、次いで「全く知らない」の割合が26.3％、「内容も知っている」の割合

が23.0％となっています。 

経年で見ると、平成23（2011）年から「内容も知っている」、「言葉は聞いた事が

ある」の割合が増加する傾向が見られます。 

男女共同参画社会の認知度（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

1,117

1,161

1,280

23.0

22.7

17.6

49.2

46.9

43.4

26.3

28.7

34.0

1.4

1.8

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容も知っている 言葉は聞いたことがある 全く知らない 無回答

％

必要な知識や経験等を持つ女性が
増えること

夫等の家族が子育て・介護・家事等を
ともに分担すること

保育・介護等の公的サービスが充実する
こと

リーダーになることを希望する女性が
増えること

職場の上司・同僚・部下や顧客が
女性リーダーを必要とすること

長時間労働が改善されること

企業等で、広域異動を伴わない管理職
ポストが増えること

その他

57.6

48.3

44.8

40.9

37.0

25.2

24.8

4.1

0 20 40 60 80

（図表２-２-４） 

（図表２-２-５） 

回答者数 =

令和３年 1,117

平成28年 1,161

平成23年 1,280

23.0

22.7

17.6

49.2

46.9

43.4

26.3

28.7

34.0

1.4

1.8

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 分野別男女の地位の平等感 

分野別男女の地位の平等感については、「学校教育の場」で「平等」の割合が45.3％

と最も高くなっています。一方で、「政治や政策決定の場」では、「平等」の割合が7.9％

と最も低くなっています。 

分野別男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 政治や政策決定の場における男女の地位の平等感 

政治や政策決定の場における男女の地位の平等感については、経年で見ると、平成

28（2016）年に比べ「男性優位」の割合が増加しています。一方、「平等」の割合

が減少しています。 

また、国・県との比較で見ると、「平等」の割合が低くなっています。また、県に比

べ「男性優位」の割合が高くなっています。 

分野別男女の地位の平等感／政治や政策決定の場（経年） 

   

 

 

 

 

 

 

  

平等 男性優位 女性優位 わからない 無回答

回答者数 =

7.9

16.2

13.8

74.8

66.1

64.0

0.2

0.7

0.5

15.3

14.7

15.4

1.8

2.2

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平等 男性優位 女性優位 わからない 無回答

36.8

26.3

45.3

21.8

7.9

26.6

13.1

30.4

54.7

11.5

38.0

74.8

42.3

65.6

13.7

2.7

2.1

3.4

0.2

3.1

1.7

17.6

14.6

39.0

35.3

15.3

26.6

18.3

1.4

1.7

2.1

1.4

1.8

1.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（図表２-２-６） 

（図表２-２-７） 

回答者数 = 1,117

家庭生活

職場

学校教育の場

自治会等地域活動の場

政治や政策決定の場

法律や制度上

社会通念や慣習上

36.8

26.3

45.3

21.8

7.9

26.6

13.1

30.4

54.7

11.5

38.0

74.8

42.3

65.6

13.7

2.7

2.1

3.4

0.2

3.1

1.7

17.6

14.6

39.0

35.3

15.3

26.6

18.3

1.4

1.7

2.1

1.4

1.8

1.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

令和３年 1,117

平成28年 1,161

平成23年 1,280

7.9

16.2

13.8

74.8

66.1

64.0

0.2

0.7

0.5

15.3

14.7

15.4

1.8

2.2

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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分野別男女の地位の平等感／政治や政策決定の場（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

④ 性別で役割を区別する考え方 

「男性は仕事、女性は家庭」という性別で役割を区別する考え方については、「共感

しない」の割合が69.4％と最も高く、次いで「どちらとも言えない」の割合が23.0％、

「共感する」が6.9％となっています。 

年代別で見ると、年代が高くなるにつれて「共感する」の割合が高くなる傾向にあ

ります。一方、年代が低くなるほど「共感しない」の割合が高くなる傾向が見られま

す。 

性別で役割を区別する考え方（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別で役割を区別する考え方（年代別） 

 

 

 

 

 

 

  

共感する 共感しない どちらとも言えない 無回答

回答者数 =

2.6

6.3

4.9

8.6

8.8

12.1

82.6

74.9

70.2

66.9

58.5

64.5

14.8

18.8

23.8

23.7

32.0

23.4

1.1

0.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平等 男性優位 女性優位 わからない 無回答

回答者数 =

14.4

18.6

79.0

60.2

1.2

1.0

5.4

16.9 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（図表２-２-８） 

（図表２-２-10） 

回答者数 =

国調査（令和元年） 2,645

県調査（平成28年） 1,313

14.4

18.6

79.0

60.2

1.2

1.0

5.4

16.9 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

29歳以下 115

30代 207

40代 265

50代 257

60代 147

70歳以上 107

2.6

6.3

4.9

8.6

8.8

12.1

82.6

74.9

70.2

66.9

58.5

64.5

14.8

18.8

23.8

23.7

32.0

23.4

1.1

0.8

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（図表２-２-９） 

令和３年

平成28年

平成23年

6.9

9.7

7.8

69.4

58.9

64.0

23.0

27.0

24.1

0.7

4.3

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共感する 共感しない どちらとも言えない 無回答
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⑤ 出産・育児に関する考え方 

出産・育児に関する考え方については、「子育ては夫婦が共にすべきである」で「そ

う思う」の割合が男性・女性ともに高くなっています。 

「子育ては夫婦が共にすべきである」という考え方について（性別） 

 

 

 

 

 
 

⑥ 日常的な子育ての分担 

日常的な子育ての分担については、現実では全ての項目で「主に妻」が最も高くな

っており、特に「ミルク・食事の世話」で80.4％となっています。一方「主に夫」で

は「お風呂に入れる」が24.1％で最も高くなっています。 

理想では、全ての項目で「夫と妻で半々」が最も高くなっており、特に「幼稚園・

学校の行事に参加する」で87.2％となっています。 

日常的な子育ての分担について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17.9

71.6

36.4

81.3

36.5

73.5

18.9

69.7

32.9

82.2

44.0

87.2

80.4

23.5

61.2

12.5

38.8

7.8

76.7

23.2

62.7

8.9

55.4

9.8

0.6

0.6

2.5

24.1

15.7

3.1

1.9

3.1

4.5

0.6

1.2

1.8

3.7

1.8

3.1

0.6

2.4

0.6

3.2

0.6

2.5

1.2

0.6

0.6

0.6

0.6

1.9

0.6

1.9

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う そう思わない どちらとも言えない 無回答

回答者数 =

86.2

93.8

1.8

0.8

7.8

3.5

4.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数 =

男性 500

女性 601

86.2

93.8

1.8

0.8

7.8

3.5

4.2

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（図表２-２-12） 

（図表２-２-11） 

回答者数 = 168

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

現実

理想

ミ
ル
ク
食
事
の

世
話

お
む
つ
交
換

排
泄
の
世
話

お
風
呂
に

入
れ
る

保
育
園
・

幼
稚
園
の
送
迎

勉
強
や
宿
題
を

見
る

幼
稚
園
・
学
校

行
事
に
参
加

17.9

71.6

36.4

81.3

36.5

73.5

18.9

69.7

32.9

82.2

44.0

87.2

80.4

23.5

61.2

12.5

38.8

7.8

76.7

23.2

62.7

8.9

55.4

9.8

0.6

0.6

2.5

24.1

15.7

3.1

1.9

3.1

4.5

0.6

1.2

1.8

3.7

1.8

3.1

0.6

2.4

0.6

3.2

0.6

2.5

1.2

0.6

0.6

0.6

0.6

1.9

0.6

1.9

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夫と妻で半々 主に妻 主に夫

祖父母等と交代・分担 その他サービスの利用 無回答夫と妻で半々 主に妻 主に夫

祖父母等と交代・分担 その他サービスの利用 無回答

夫と妻で半々 主に妻 主に夫

祖父母等と交代・分担 その他サービスの利用 無回答

夫と妻で半々 主に妻 主に夫

祖父母等と交代・分担 その他サービスの利用 無回答

夫と妻で半々 主に妻 主に夫

祖父母等と交代・分担 その他サービスの利用 無回答

ミ
ル
ク
・

食
事
の
世
話
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（３）ハラスメント※・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）について  

① ハラスメントを受けた経験と種類 

ハラスメントを受けた経験と種類については、「どれも受けていない」の割合が

44.1％と最も高く、次いで「パワー・ハラスメント」の割合が29.0％、「モラル・ハ

ラスメント」の割合が18.9％となっています。 

経年でみると、「どれも受けていない」が減少し、「パワー・ハラスメント」が増加

しています。 

ハラスメントを受けた経験と種類（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ※ ハラスメントの注釈は 52 ページ参照 

 

② パワー・ハラスメントをなくすための対策 

パワー・ハラスメントをなくすための対策については、「パワー・ハラスメントは人

権侵害という意識づくり、啓発活動の充実」の割合が56.8％と最も高く、次いで「企

業等でのパワー・ハラスメント防止教育の充実や相談窓口の設置」の割合が48.3％、

「罰則規定等法律面での強化」の割合が48.0％となっています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

％

パワー・ハラスメントは人権侵害という
意識づくり、啓発活動の充実

企業等でのパワー・ハラスメント防止
教育の充実や相談窓口の設置

罰則規定等法律面での強化

公的な相談窓口の充実

詳細な実態把握のための調査・研究

その他

56.8

48.3

48.0

35.9

28.3

2.8

0 20 40 60 80

％

パワー・ハラスメント

モラル・ハラスメント

セクシュアル・ハラスメント

マタニティ・ハラスメント

受けたかどうかわからない

どれも受けていない

29.0

18.9

11.3

2.1

10.7

44.1

5.2

21.2

14.1

9.3

1.6

13.4

50.6

0 20 40 60 80

（図表２-２-13） 

（図表２-２-14） パワー・ハラスメントをなくすための対策 

令和３年 （回答者数

平成28年 （回答者数
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③ セクシュアル・ハラスメントをなくすための対策 

セクシュアル・ハラスメントをなくすための対策については、「セクシュアル・ハラ

スメントは人権侵害という意識づくり、啓発活動の充実」の割合が55.7％、「罰則規

定等法律面での強化」の割合が46.8％、「企業等でのセクシュアル・ハラスメント防

止教育の充実や相談窓口の設置」の割合が40.6％となっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べて「罰則規定等法律面での強化」、「公的

な相談窓口の充実」、「詳細な実態把握のための調査・研究」の割合が増加しています。 

セクシュアル・ハラスメントをなくすための対策（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）を受けたときの相談の有無 

ドメスティック・バイオレンスを受けたときの相談の有無については、「相談した」

の割合が20.1％、「相談していない」の割合が65.5％となっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べて「相談した」の割合が増加しています。 

 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）を受けたときの相談の有無（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談した 相談していない 無回答

回答者数 =

20.1

14.2

14.2

65.5

64.8

72.7

14.4

21.0

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

％

55.7

46.8

40.6

35.9

24.1

2.5

3.0

52.0

35.8

45.0

29.7

15.6

4.0

51.5

34.9

40.9

31.6

17.7

3.4

0 20 40 60 80

（図表２-２-15） 

（図表２-２-16） 

％

セクシュアル・ハラスメントは人権侵害
という意識づくり、啓発活動の充実

罰則規定等法律面での強化

企業等でのセクシュアル・ハラスメント
防止教育の充実や相談窓口の設置

公的な相談窓口の充実

詳細な実態把握のための調査・研究

その他

55.7

46.8

40.6

35.9

24.1

2.5

3.0

52.0

35.8

45.0

29.7

15.6

4.0

51.5

34.9

40.9

31.6

17.7

3.4

0 20 40 60 80

回答者数 =

令和３年 452

平成28年 542

平成23年 620

20.1

14.2

14.2

65.5

64.8

72.7

14.4

21.0

13.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年 （回答者数 = 1,117）

平成28年 （回答者数 = 1,161）

平成23年 （回答者数 = 1,280）
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⑤ ドメスティック・バイオレンスを受けたときの相談先 

ドメスティック・バイオレンスを受けたときの相談先については、「親類」の割合が

63.7％、「行政の相談窓口」の割合が41.8％、「知人・友人」の割合が15.4％となっ

ています。 

 

ドメスティック・バイオレンスを受けたときの相談先（経年）    （図表２-２-17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ワーク・ライフ・バランス※と生活時間の配分について  

① ワーク・ライフ・バランスの実現状況 

ワーク・ライフ・バランスの実現度については、「実現できている」と「おおよそ実

現できている」を合わせた“実現できている”の割合が47.5％、「あまり実現できて

いない」と「実現できていない」を合わせた“実現できていない”の割合が38.9％と

なっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べ“実現できている”の割合が増加してい

ます。 

 

ワーク・ライフ・バランスの実現状況（経年） 

 

 

  

 

 

 

 

※ ワーク・ライフ・バランスの注釈は 59 ページ参照 

 

実現できている おおよそ実現できている あまり実現できていない

実現できていない わからない 無回答

回答者数 =

8.8

4.6

38.7

37.4

29.4

29.1

9.5

14.6

7.6

11.3

6.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（図表２-２-18） 

回答者数 =

令和３年 884

平成28年 844

8.8

4.6

38.7

37.4

29.4

29.1

9.5

14.6

7.6

11.3

6.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年 （回答者数

平成28年 （回答者数

％

親類

行政の相談窓口

知人・友人

医師・カウンセラー

家庭裁判所・弁護士

警察署

その他

63.7

41.8

15.4

11.0

6.6

6.6

3.3

0.0

63.6

44.2

13.0

6.5

5.2

2.6

5.2

0 20 40 60 80
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② ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な企業による取組 

ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な企業による取組については、「各種休暇・

休業制度を充実させ、多様な勤務形態を導入する」の割合が63.0％、「企業、事業所

において業務の見直しや意識改革を促す」の割合が36.8％、「育児・介護で休暇を取

得しても不利にならない人事評価制度を導入する」の割合が36.3％となっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べ「在宅勤務等を認め、通勤の負担を減らす」の

割合が増加しています。一方、「会社内に保育所を設置する」の割合が減少しています。 

ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な企業による取組（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➂ ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な行政による取組 

ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な行政による取組については、「柔軟な働き

方が実現できる法令や雇用環境を整備する」の割合が52.3％、「保育施設や介護施設

等を充実させる」の割合が40.5％、「長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進を

促す」の割合が29.2％となっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べ「柔軟な働き方が実現できる法令や雇用

環境を整備する」の割合が増加しています。 

ワーク・ライフ・バランス実現に必要な行政による取組（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

63.0

36.8

36.3

26.8

22.5

18.3

10.4

4.3

9.4

66.6

39.6

39.2

20.0

24.3

23.2

17.7

2.5

0 20 40 60 80

令和３年 （回答者数

平成28年 （回答者数

％

52.3

40.5

29.2

23.0

20.7

16.9

10.9

3.6

10.3

47.0

51.4

38.9

19.2

23.2

19.0

12.8

3.3

0 20 40 60 80

（図表２-２-19） 

（図表２-２-20） 

％

各種休暇・休業制度を充実させ、
多様な勤務形態を導入する

企業、事業所において業務の見直しや
意識改革を促す

育児・介護で休暇を取得しても不利に
ならない人事評価制度を導入する

在宅勤務等を認め、通勤の負担を減らす

福利厚生の充実を図る

正社員と非正規社員の格差を改善する

会社内に保育所を設置する

その他

63.0

36.8

36.3

26.8

22.5

18.3

10.4

4.3

9.4

66.6

39.6

39.2

20.0

24.3

23.2

17.7

2.5

0 20 40 60 80

％

柔軟な働き方が実現できる法令や
雇用環境を整備する

保育施設や介護施設等を充実させる

長時間労働の抑制や年次有給休暇の
取得促進を促す

ワーク・ライフ・バランスに関する調査を
行い、具体的な政策に活かす

企業表彰制度や補助金などを設けて
先進的な企業の取組を促進する

短時間勤務制度を率先して導入し、
民間企業への普及を促す

ワーク・ライフ・バランスに関する啓発を
行う

その他

52.3

40.5

29.2

23.0

20.7

16.9

10.9

3.6

10.3

47.0

51.4

38.9

19.2

23.2

19.0

12.8

3.3

0 20 40 60 80

令和３年 （回答者数

平成28年 （回答者数
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④ ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な一人一人による取組 

ワーク・ライフ・バランスの実現に必要な一人一人による取組については、「趣味や

社会活動等に積極的に参加し、仕事以外の生きがいを持つ」の割合が44.0％、「家事、

育児等を男女が協力して行うよう努める」の割合が41.2％、「労働時間の短縮や計画

的な休暇取得を心掛ける」の割合が38.5％となっています。 

経年で見ると、平成28（2016）年と比べ「「男性は仕事」、「女性は家庭」という

ように性別で役割を区別する考え方を見直す」の割合が増加しています。 

ワーク・ライフ・バランス実現に必要な一人一人による取組（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）性の多様性について  

① 自分の身近にＬＧＢＴＱ※の方がいるか 

自分の身近にＬＧＢＴＱの方がいるかについては、「身近にいる」の割合が11.7％、

「話を聞いたことがある」の割合が15.4％となっています。 

自分の身近にＬＧＢＴＱの方がいるか 

 

 

 

 

 

 

 

※ ＬＧＢＴＱの注釈は 62 ページ参照  

身近にいる

11.7％

話を聞いた

ことがある

15.4％

身近にいない

54.2％

わからない

14.9％

その他

1.5％

無回答

2.3％

％

44.0

41.2

38.5

29.1

27.4

18.8

4.0

1.7

10.0

45.5

44.5

43.2

31.3

21.1

25.0

7.1

1.3

0 20 40 60 80

（図表２-２-21） 

（図表２-２-22） 

％

趣味や社会活動等に積極的に参加し、
仕事以外の生きがいを持つ

家事、育児等を男女が協力して行うよう
努める

労働時間の短縮や計画的な休暇取得を
心掛ける

子育て期、中高年期等人生の各段階に
応じた働き方を実践する

「男性は仕事」「女性は家庭」というように
性別で役割を区別する考え方を見直す

職場や地域でお互いに助け合うことが
できる仲間（ネットワーク）づくりを進める

ワーク・ライフ・バランスの講座や研修会
に参加し、意識を高める

その他

44.0

41.2

38.5

29.1

27.4

18.8

4.0

1.7

10.0

45.5

44.5

43.2

31.3

21.1

25.0

7.1

1.3

0 20 40 60 80

令和３年 （回答者数

平成28年 （回答者数

「男性は仕事」、「女性は家庭」という
ように性別で役割を区別する考え方を見
直す
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② ＬＧＢＴＱの方にとって偏見や差別等により生活しづらい社会か 

ＬＧＢＴＱの方にとって生活しづらい社会かについては、「そう思う」の割合が

44.8％と最も高く、次いで「どちらとも言えない」の割合が38.2％、「そう思わない」

の割合が10.2％となっています。 

ＬＧＢＴＱの方にとって偏見や差別等により生活しづらい社会か 

 

 

 

 

 

 

 

（６）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響について  

① 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による働き方の変化 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による働き方の変化については、「特に

変わりはなかった」の割合が50.5％と最も高く、次いで「在宅で仕事をするようにな

った」の割合が14.5％となっています。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による働き方の変化 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,117 ％

特に変わりはなかった

在宅で仕事をするようになった

出勤日数が減った

会社の都合で仕事を休むことが
あった

自己都合で仕事を休むことがあった

短時間勤務になった

時差出勤になった

自己都合で仕事を辞めた

残業や休日出勤が増えた

会社都合で仕事を辞めた
（雇い止め、派遣切りを含む）

その他

無回答

50.5

14.5

6.9

3.2

2.2

2.1

2.0

1.8

1.7

0.9

6.6

7.5

0 20 40 60 80
％

50.5

14.5

6.9

3.2

2.2

2.1

2.0

1.8

1.7

0.9

6.6

0 20 40 60 80

そう思う そう思わない どちらとも言えない 無回答

回答者数 =

44.8 10.2 38.2 6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（図表２-２-23） 

（図表２-２-24） 
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② 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による生活や行動の変化 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による生活や行動の変化については、

「食事の支度や掃除などの家事負担が増えた」、「学校が休みになった時、子どもの世

話が増えた」の割合が男性と比べ、女性が多くなっています。 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による生活や行動の変化（性別） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

友達に会えなくなった

やりたいことができなくなった

食事の支度や掃除などの家事負担が
増えた

学校が休みになった時、子どもの世話
が増えた

生活のリズムが不規則になった

ささいなことでパートナーとケンカを
するようになった

子どもを叱ることが増えた

パートナーからＤＶ・ハラスメントを
受けるようになった

特に変化したことはなかった

以前より良くなった

その他

23.8

33.8

1.0

1.4

4.6

1.4

0.8

0.0

15.8

2.2

4.8

10.4

33.8

24.3

5.3

4.3

1.5

0.7

0.2

0.0

10.8

2.5

5.2

0 20 40 60 80

（図表２-２-25） 

男性 （回答者数 = 500）

女性 （回答者数 = 601）
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（７）男女共同参画社会に関する施策について  

① 性別に関わりなく活躍できる社会の実現に必要な取組 

性別に関わりなく活躍できる社会の実現に必要な取組については、経年で見ると「賃

金や昇進等、職場における男女格差是正に向けた働きかけを行う」、「幼児期から男女

共同参画意識を育成する」及び「社会的なしきたり、慣習意識を改めるための啓発活

動を充実させる」の割合が増加しています。一方、「子育て支援制度を充実する」、「高

齢者等のための介護・生活支援サービスを充実させる」の割合が減少しています。 

 

 性別に関わりなく活躍できる社会の実現に必要な取組（経年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

賃金や昇進等、職場における男女格差
是正に向けた働きかけを行う

子育て支援制度を充実する

幼児期から男女共同参画意識を
育成する

社会的なしきたり、慣習意識を改める
ための啓発活動を充実させる

労働時間の短縮や各種休業制度の普及
等労働条件改善に向けた働きかけを行う

高齢者等のための介護・生活支援
サービスを充実させる

女性の就労意識の啓発と職業能力の
開発、向上を図る

政策や方針決定過程への女性の参画を
進める

地域活動や生涯学習で男女共同参画
意識の啓発を行う

女性の健康、性またはＤＶ等に対する
相談体制と情報提供を充実させる

その他

39.6

38.8

35.2

29.0

27.5

19.9

16.8

14.3

14.0

3.5

2.1

3.5

35.1

45.0

27.7

21.5

30.3

25.1

15.5

12.0

13.9

4.7

2.8

35.0

45.0

26.9

23.4

33.8

34.1

19.6

12.4

17.8

6.5

2.2

0 20 40 60 80

 

令和３年 （回答者数 = 1,117）

平成28年 （回答者数 = 1,161）

平成23年 （回答者数 = 1,280）

（図表２-２-26） 
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３ 第３次計画に基づいた本市の実施事業結果 

直近の令和３（2021）年度では、全42事業から相談事業を除いた30事業のうち、

達成率が80％以上の事業の割合は全体の約６割で、同割合が全体の約９割の平成30

（2018）年と比べ、低くなっています。これは新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止のための事業の中止や縮小等の影響によるものです。 

第３次計画で示されている主な事業の取組状況については、下表のとおり「女性委

員の登用率」や「女性管理職の割合」等が、平成30（2018）年度に比べ、達成率が

上がっています。一方で、「男女共同参画推進講座等参加者数」や「預かり児童数」な

どの対面で行う事業については、平成30（2018）年度に比べ、達成率が下がってい

ます。 

第３次計画で示されている主な事業の取組状況 

※ 相談件数は、目標値を定めるにあたり適当ではないため、設定していません。 

基本方針 主な取組 指標名 年度 
目標値

(A) 
実績値

(B) 

達成率 

(B/A) 

女性の様々な分野 
における活躍の推 
進 

審議会等におけ 
る委員の男女比 
率の平準化 

女性委員の 
登用率 
（公募有の 
審議会） 

R３ 40.0％ 34.2％ 85.5％ 

H30 40.0％ 32.0％ 79.9％ 

行政における女 
性職員の登用の 
促進 

女性管理職 
の割合 

R３ 13.5％ 17.8％ 131.9％ 

H30 13.5％ 12.9％ 95.6％ 

ワーク・ライフ・ 
バランスの充実 

あつぎスマート 
・ワーク宣言の 
推進 

職員アンケ 
ートで「ワ 
ーク・ライ 
フ・バラン 
スが向上し 
ていると感 
じている職 
員」の割合 

R３ 71.0％ 76.3％ 107.5％ 

H30 68.0％ 66.7％ 98.1％ 

男女共同参画の社 
会づくり 

男女共同参画意
識高揚のための
啓発 

男女共同参 
画推進講座 
等参加者数 

R３ 440 人 244 人 55.5％ 

H30 410 人 393 人 95.9％ 

子育て支援託児 
サービス事業 

預かり児童 
数 

R３ 3,700 人 2,461 人 66.5％ 

H30 3,700 人 3,595 人 97.2％ 

安心・安全なくら
しの実現 

ＤＶ相談及び被
害者支援 

相談件数※ 
R３ 設定なし 134 件 ― 

H30 設定なし 202 件 ― 

母子保健指導の 
充実 

相談人数 
R３ 2,800 人 1,071 人 38.3％ 

H30 2,800 人 2,451 人 87.5％ 

男女のあらゆる人 
権の尊重 

人権啓発の推進 
人権啓発事
業参加者数 

R３ 3,975 人 2,436 人 61.3％ 

H30 3,900 人 3,716 人 95.3％ 
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第３章 

計画の基本的な考え方 
 

 

１ 基本目標 

２ 基本方針 

３ 施策の方向 

４ 市の取組、みんなができること 

５ 計画の体系 
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第３章    計画の基本的な考え方 

 

 

本計画は、「基本目標」、「基本方針」そしてその方針に基づく「施策の方向」、さら

に、「市の取組」、「みんなができること」で構成します。 

 

１ 基本目標 

本市では、「第10次厚木市総合計画」に掲げる将来都市像である「自分らしさ輝く 

希望と幸せあふれる 元気なまち あつぎ」の実現に向け、市民一人一人の年齢、性

別、国籍、心身の特性、考え方などにかかわらず、互いに尊重するとともに、人と人

のつながりを深め、支え合うことにより、安心して心地よく暮らし、自らが望む将来

に向かって歩むことができるまちなどを目指しています。 

本計画では、本市の男女共同参画社会の目指す姿を変更することなく、第３次計画

の基本目標を継承し、家庭、地域、職場など、あらゆる場で誰もが性別に関係なく、

お互いに人権を尊重し、一人一人が生き生きと個性や能力を発揮できる男女共同参画

社会の実現を目指します。 

また、人生100年時代の到来や直面する人口減少社会などの社会情勢の変化に対応

し、法令や国の方針、SDGｓの目標の一つであるジェンダー平等※を踏まえた計画と

します。 

 

【基 本 目 標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ジェンダー平等：「ジェンダー」は、生物学的性別（セックス）に対し、社会的・文化的に形成された点に着目して
「性別」に言及するために用いられる表現。 

「ジェンダー平等」とは、一人一人の人権が尊重され、性別に関わらずその個性と能力を十分に発
揮できること。 

男女共同参画との違いは、性別による不平等や不均衡は社会的な構造に起因することと LGBTQ 等
の性的マイノリティを内包すること。 

 

誰もがお互いを尊重し、 

生き生きと暮らせる社会をめざします 
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２ 基本方針 

基本目標を達成するため、５つの基本方針を設定し、本市の男女共同参画計画の継

続及び着実な推進を図ります。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施策の方向 

基本方針に基づいて、具体的な施策を推進するため「施策の方向」を設定します。 

  

第４次厚木市 

男女共同参画計画  

５つの基本方針 

１ あらゆる分
野における女
性の参画推進 

政策・方針決定の過程や 

防災・復興等、あらゆる 

分野に女性の活躍の場を

提供し、女性の参画を推進

します。 

 

４ ワーク・ラ
イフ・バラン
スの充実 

ワーク・ライフ・バランス

の充実に向け、働き方と 

意識の改革、事業者が 

実施する取組等を促進 

します。 

 

３ 安心・安全
なくらしの 
実現 

ＤＶやハラスメントの 

根絶により心身の健康を 

保持し、困難な状況に 

置かれている人々の安心・

安全なくらしの実現を推進

します。 

 

５ 多様な価値・
個性が尊重され
る社会の実現 

多様な価値観を持った人が

活躍し、共存できる社会の

実現に向け、あらゆる人権

に配慮した意識づくり及び

相談体制を整備します。 

 

 

２ 男女共同参
画に向けた環
境づくり 

家庭、学校、職場、地域に

おける男女共同参画の 

教育・学習の機会の充実 

及び周知・啓発を推進 

します。 
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２ ４ 市の取組、みんなができること 

基本方針に基づく、施策の方向を実効性のあるものにするため、市と市民等がそれぞ

れの責任を自覚し、具体的な施策に協働して取り組みます。なお、第３次計画に基づき、

実施した市の取組については、男女共同参画推進の効果が発揮され、継続の必要性を重

視し、本計画においても引続き実施します。 

また、社会情勢、第３次計画の課題等を踏まえ、特に重点的な市の取組をする必要が

ある事業には、「重点取組」を設定します。 

 

 

重点取組について 

基本方針 施策の方向 
市の取組 

（重点取組） 

１ あらゆる分野に 

おける女性の参画 

推進 

(１)政策・方針決定過程への 

女性の参画の推進 

重点取組１ 

各種審議会等における女 

性の参画推進 

２ 男女共同参画に 

向けた環境づくり 

(２)男女共同参画の更なる推 

進に向けた啓発と情報提 

供の充実 

重点取組２ 

男女共同参画意識高揚の 

ための啓発 

３ 安心・安全なく 

 らしの実現 

(１)ＤＶ・性犯罪等の根絶に 

向けた支援の充実 

重点取組３ 

女性のＤＶ相談及び被害 

者支援 

４ ワーク・ライフ 

・バランスの充実 

(１)多様なライフスタイルに 

対応したワーク・ライフ 

・バランスの実現 

重点取組４ 

ワーク・ライフ・バラン 

 スの実現に向けた啓発及 

び情報提供 

５ 多様な価値・個 

 性が尊重される社 

 会の実現 

(１)あらゆる人権に配慮した 

環境づくり 

重点取組５ 

性的少数者（ＬＧＢＴＱ 

等）の方に対する理解を 

深めるための啓発 
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家庭・職場・地域などの場で、無意識に性別による役割分担をしていることはありませ

んか？ 

固定的性別役割分担意識とは、男女を問わず個人の能力によって役割分担を決めること

が適当であるにもかかわらず、「男は仕事、女は家庭」、「男性は主要な業務、女性は補助

的業務」というように、性別を理由にして、役割を固定的に分ける考え方のことをいいま

す。 

日常の身近な場で、「男性だから」「女性だから」などと無意識に考えていないかを再確

認してみましょう。 

男女雇用機会均等法では、労働者の募集及び採用に係る性別を理由とする差別を禁止

し、男女均等な取扱いを求めています。 

企業においても固定的な役割分担意識をなくし、男女均等な採用選考をしましょう。 

募集・採用の条件を男女で異なるものとすることや、募集・採用に当たり男女のいずれ

かを優先すること等は性別を理由とする差別で、違法になります。 

固定的性別役割分担意識とは 
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４ ワーク・ライフ 
・バランスの充 
実 

５ 多様な価値・個
性が尊重される
社会の実現 

１ あらゆる分野に
おける女性の参
画推進 

２ 男女共同参画に
向けた環境づく
り 

３ 安心・安全な 
くらしの実現 

 

５ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本目標 ］ ［ 施策の方向 ］ ［ 基本方針 ］ 

誰
も
が
お
互
い
を
尊
重
し
、
生
き
生
き
と
暮
ら
せ
る
社
会
を
め
ざ
し
ま
す 

（２）持続可能な働き方の促進 

（３）事業者における新たなワークスタイルの 
創造 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画の 
推進 

（２）地域活動における男女共同参画の促進 

（２）男女共同参画の更なる推進に向けた啓発 
と情報提供の充実 

（３）学校教育における男女共同参画の教育・ 
学習等の充実 

（１）ＤＶ・性犯罪等の根絶に向けた支援の充実 

（２）ハラスメントの防止対策の推進 

（３）誰もが生涯を通じて、生き生きと暮らせる 
心身の健康の確保 

（３）女性の能力向上の支援 

（１）男女共同参画意識の醸成 

（４）困難を抱えている女性等への支援 

（１）多様なライフスタイルに対応したワーク・ 
ライフ・バランスの実現 

（２）人権尊重社会の実現に向けた相談体制の 
充実 

（４）家庭・地域における男女共同参画の推進 

（１）あらゆる人権に配慮した環境づくり 
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・各種審議会等における女性の参画推進 
・行政における女性職員の登用の推進 

・防災における女性の参画とリーダーの養
成 

・女性消防団活動の支援 

・起業、キャリアアップ支援 
・行政における女性職員の人材育成 
・

・男女共同参画の視点に立った施策の推進 
・職員研修の充実 

 
・学校や家庭における男女共同参画の学習
機会の充実 

・男女平等教育の推進         

・女性のＤＶ相談及び被害者支援    
・体感治安と公共の場における安全対策 

・行政におけるハラスメント防止の推進 
・ハラスメント防止のための啓発 

・各種検診（健診）の推進 
・男女の健康づくりの推進 

・ワーク・ライフ・バランスの実現に向け
た啓発及び情報提供 

・勤労者のための相談体制の充実 
・あつぎ家庭の日、あつぎ家庭読書の日の周知 

・放課後児童対策事業の推進 
・多様な働き方に対応した子育て支援の充実 
・家庭教育への支援 
・育児・介護等の相談体制の充実 

・企業の子育て支援推進 
・ワーク・ライフ・バランスの取組促進 

・教職員への人権教育等の実施 
・人権教育・啓発の推進 
・性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）の方に対する
理解を深めるための啓発 

・パートナーシップ宣誓制度の運用 

・自殺予防対策 
・各種相談事業の充実 

・困難を抱えている人に対する支援 
・各種相談窓口の周知 

・学習機会の提供 
・多様な子育て支援 
・出生率上昇の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 市の取組 ］ ［ みんなができること ］（市民・地域・学校・事業所等） 

・男女共同参画意識高揚のための啓発  
・情報誌の発行 

・市政全般に常に関心を持ち、市の審議会等の委員の公募に積極的に応募しましょう 
・自治会、ＰＴＡ等の地域活動の会長等に、女性を積極的に登用しましょう 
・ＮＰＯ等の市民公益活動団体の役員等に、性別による偏りがない登用をしましょう 

・日頃から、家庭や周囲と男女共同参画について話し合う機会を持ちましょう 
・性別に関わりなく、積極的に地域での防災活動などに参画しましょう 
・自治会、ＰＴＡ等の地域活動で、「男だから、女だから」という意識にとらわれない
よう心掛けましょう 

・防災における地域での取組に女性の参画を促し、男女共同参画の視点を取り入れた
防災体制を構築しましょう 

・スキルアップのための講座に積極的に参加しましょう 
・女性活躍推進法の趣旨を踏まえ、女性の適材適所の登用に向け、更に踏み込んだポ
ジティブ・アクションを実行しましょう 

・雇用や再就職のための機会の提供に努めましょう 

・男女共同参画の視点でメディアを主体的に読み解き、活用する能力（メディア・リ
テラシー）を身に付けましょう 

・様々な活動の場で男女共同参画の視点に立った意識の改革を進めましょう 
・男女共同参画社会への理解と認識を深めましょう 

・広報紙及びホームページから男女共同参画に関する情報を入手し、活用しましょう 
・インターネットやテレビ等のメディアの情報や表現が男女平等であるか読み解く
力を身に付けましょう 

・性別にとらわれない多様な生き方の理解促進を積極的に取り組みましょう 
・過度な性的な表現や暴力を連想させる表現を使用しないようにしましょう 

・男女共同参画について、学んだことを話し合い、自己学習に努めましょう 
・キャリア教育やライフプランニング支援など男女共同参画の視点に立った教育を 

推進しましょう 

・男女共同参画、家庭教育支援に関する講座や講演会などに積極的に参加し、学んだ
ことを実践しましょう 

・ボランティア活動などの地域活動や地域の行事に参加しましょう 
・性別に関わりなく、積極的に家庭での家事・育児・介護に参画しましょう 
・地域コミュニティにおける男女共同参画の意識向上に努めましょう 

・あらゆる暴力を絶対にしない、許さない意識を持ちましょう 
・ＤＶ被害、性犯罪及びストーカーにあった場合は、悩まないで相談しましょう 
・配偶者、パートナー及び家族等から暴力を受けている人を発見したら、相談支援セ
ンターや警察に通報しましょう 

・パトロール等の実施により、犯罪防止の意識の向上を図りましょう 

・就業規則などを確認し、働く場での条件、権利、義務を理解しましょう 
・雇用・待遇上の問題やセクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメントな
ど、様々な問題の相談窓口の情報を把握し、困ったことがあれば速やかに相談しま
しょう 

・  
・

 
・悩みを一人で抱え込まず、家族や友人、専門家、公的機関等に相談しましょう 
・地域のみんなが協力して健康づくりに取り組みましょう 

・不安に思うことがあるときや支援が必要なときは、相談できる人や様々な相談窓口
へ相談しましょう 

・日頃から、温かく見守り、声をかけ合いましょう 
・相談を受けたり、相談窓口等の情報を提供したりしましょう 

・育児・介護休業制度を利用し、男性も積極的に家事や育児、介護に関わりましょう 
・育児や介護に関する支援制度についての情報を集め、積極的に利用しましょう 

 
・  

・育児、介護等の悩み事や問題があるときは、相談窓口を利用しましょう 
・子育て支援サービスについて情報を集め、利用しましょう 
・地域における子育て支援のネットワークづくりを進めましょう 

・事業所等の福利厚生制度を積極的に利用し、自らの働き方を見つめ直しましょう 
・長時間労働を減らし、勤労者の健康とモチベーションアップや働きやすい職場づくり
の取組について啓発しましょう 

・ＩＣＴ(情報通信技術)を活用し、働く時間や場所を有効活用できる柔軟な働き方の導
入を検討しましょう

・どのようなことが人権侵害に当たるかを学び、人権を尊重しましょう 
・自分の周りにも性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）の方がいると思って行動しましょう 
・性的指向や性自認を本人以外に勝手に話したり、カミングアウトを強制したりするこ
とはやめましょう

・人権侵害や犯罪を許さない意識啓発など、自治会等での広報に協力しましょう 

・悩みや不安は一人で抱えず、まずは誰かに話してみましょう 
・悩みを相談されたときは、相手の気持ちを否定せず、耳を傾けるとともに、専門機関
へ情報を提供しましょう 

※    は、重点取組 
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第４章 

施策の展開 
 

 

基本方針１ あらゆる分野における女性の参画推進 

基本方針２ 男女共同参画に向けた環境づくり 

基本方針３ 安心・安全なくらしの実現 

基本方針４ ワーク・ライフ・バランスの充実 

基本方針５ 多様な価値・個性が尊重される社会の実現 
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第４章    施策の展開 

 

 

 

基本方針１ あらゆる分野における女性の参画推進 

現状と課題 

国では、平成27（2015）年から女性活躍推進法を順次施行し、職場におけるさら

なる女性の活躍を推進しており、その中でも「自らの意思によって職業生活を営み、

または営もうとする女性の個性と能力が十分に発揮されることが一層重要」であると

示しています。 

厚木市男女共同参画市民意識調査結果（令和３（2021）年度）（以下「市民意識調

査結果」という。）では、分野別男女の地位の平等感については、「政治や政策決定の

場」における男女の地位の平等感の割合が7.9％と、「学校教育の場」、「家庭生活の場」

等の他の場に比べて最も低く、国（14.4％：令和元（2019）年）や県（18.6％：平

成28（2016）年）よりも低くなっており、前回調査（16.2％）と比べて半減してい

ることからも（図表2-2-6～図表2-2-8）、女性活躍の障壁を取り除く取組が必要で

す。 

また、女性のリーダーが増えるために必要な考え方については、「必要な知識や経験

等を持つ女性が増えること」の割合が57.6％と最も高くなっており（図表2-2-4）、

就業に対する女性の参画の考え方が変化している中、女性が必要な知識や経験等を持

ち、能力を十分に発揮し活躍できるようキャリア形成の支援が求められています。 

政策・方針決定過程における男女共同参画を進めていくには、一人一人が社会や政

治に関心を持つとともに、あらゆる場において男女が共に参画し、責任と役割を担う

意識を持つ必要があります。 

さらに、政策・方針決定の過程や防災等、あらゆる分野に女性の活躍の場を提供し、

多様な視点からの意見を反映するとともに、働きたい・働き続けたい女性の活躍を支

援することが必要です。 
 

【 施策の方向 】 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画の推進 

（２）地域活動における男女共同参画の促進 

（３）女性の能力向上の支援 
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成果指標 

成果指標は、本計画における基本方針の成果を明確にするための指標として示しま

す。 

（１）実施事業の成果指標 

基本方針の成果を図るため、基本方針に基づき市が取り組む実施事業（市の取組）

の成果の代表となる指標名、現状値及び目標値を示します。目標値は、本計画満了

年度（令和９（2027）年度）で設定。 

（２）厚木市男女共同参画市民意識調査（以下「市民意識調査」という。）の 

成果指標 

基本方針の成果を図るため、５年ごとに実施している市民意識調査で、代表とな

る指標名、現状値及び目標値を示します。目標値は、次回の市民意識調査実施年度

（令和８（2026）年度）で設定。 

 

※ 成果指標の説明は、以降の各基本方針についても同様 

 

 

【 実施事業 】 

代表となる指標名 
現状値 

令和３（2021）年度 

目標値 

令和９（2027）年度 

第４次計画満了年度 

各種審議会等における女性委員の割合 30.6％ 45.0％ 

【 市民意識調査 】 

代表となる指標名 

現状値 

令和３（2021）年度 

令和３年度市民意識調査 

目標値 

令和８（2026）年度 

令和８年度市民意識調査 

政治や政策決定の場において、男女の
地位が「平等」であると回答した割合 

7.9％ 20.0％ 
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（１）政策・方針決定過程への女性の参画の推進  

あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大に向け、各種審議

会等への女性委員の選任に取り組むとともに、市の女性職員については、特定事業主

行動計画に基づき、職域拡大及び管理職等への積極的な登用に取り組みます。 
 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

各種審議会等における女 
性の参画推進【重点】 

審議会等の委員の男女構成が男女いずれか一方に偏らな
いよう男女比を考慮して登用するよう努めます。 

行政における女性職員の 
登用の推進 

人事評価制度により、能力、実績など管理職としての資質
を総合的にを評価することで、女性職員の管理職への積極
的な登用を進めます。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・市政全般に常に関心を持ち、市の審議会等の委員の公募に積極的に応募しましょう。 

 

地域ができること 

・自治会、ＰＴＡ等の地域活動の会長等に、女性を積極的に登用しましょう。 

・ＮＰＯ等の市民公益活動団体の役員等に、性別による偏りがない登用をしましょう。 

 

 

 

（２）地域活動における男女共同参画の促進  

近年、重要性が高まっている防災分野で、防災に関する政策・方針決定過程及び防

災の現場における女性の参画を促進するとともに、男女共同参画の視点を取り入れた

防災体制の確立を推進します。 

また、自治会、ＰＴＡ等の地域活動の方針決定の場において、女性の登用が進むよ

う、啓発や情報提供を行い、固定的性別役割分担意識の解消を図り、誰もが主体的に

地域活動や社会貢献活動等に参画できる環境づくりを進めます。 
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【 市の取組 】 

取 組 内 容 

防災における女性の参画 
とリーダーの養成 

厚木市避難所運営委員会や厚木市自主防災隊防災推進員
等への女性委員の登用促進を支援します。 

女性消防団活動の支援 
女性消防団の積極的な取組を支援し、活動の充実を図りま
す。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・日頃から、家庭や周囲と男女共同参画について話し合う機会を持ちましょう。 

・性別に関わりなく、積極的に地域での防災活動などに参画しましょう。 

 

地域ができること 

・自治会、ＰＴＡ等の地域活動で、「男だから、女だから」という意識にとらわれ

ないよう心掛けましょう。 

・防災における地域での取組に女性の参画を促し、男女共同参画の視点を取り入れ

た防災体制を構築しましょう。 
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（３）女性の能力向上の支援 

女性が自身の能力を高め、生き生きと働き続けることができるよう、市内での起業

や独立を目指す女性を支援するほか、女性のキャリアアップ・能力向上のための講座

を行い、働きたい・働き続けたい女性の就業等の環境整備に努めます。 

また、進路や職業において、性別にとらわれず多様な選択が可能となる環境づくり

を進めます。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

起業、キャリアアップ 
支援 

起業スクールを開催し、起業、キャリアアップ支援を行い 
ます。 

行政における女性職員 
の人材育成 

市職員における女性管理職の選択制研修、法令解釈能力向 
上研修を実施し、女性のキャリアアップ・能力向上に努め 
ます。 

理工系分野におけるキャ 
リア支援講座等の開催 

公開講座などを活用して理工系分野への女子学生の関心を 
高めます。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・スキルアップのための講座に積極的に参加しましょう。 

事業所等ができること 

・女性活躍推進法の趣旨を踏まえ、女性の適材適所の登用に向け、更に踏み込んだ

ポジティブ・アクション※を実行しましょう。 

・雇用や再就職のための機会の提供に努めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ポジティブ・アクション：固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯から、男女労働者の間に差が生じている場合、
このような差を解消しようと、個々の企業が行う自主的かつ積極的な取組のこと。  
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防災体制は、これまで男性主導で考えられてきました。 

男性と女性では性差による体力差があり、地震などの災害発生時の対応では、力が必要

とされる場合が多かったため、男性主導に傾倒した側面があるからです。そして、旧来の

男性主導の意識で、防災計画の策定や災害対策を行ってきました。 

しかし、近年、その弊害が顕在化してきています。東日本大震災では、衛生用品等の生

活必需品が不足したり、授乳や着替えをするための場所がなかったり、「女性だから」と

いうことで当然のように食事準備や清掃等を割り振られた避難所も見られました。男女で

必要なものに違いがあり、プライバシーへの配慮も男女によって違います。しかし、男性

主導の意識のために、その部分がないがしろにされており、固定的な役割分担意識も強化

される結果となっています。 

そういった弊害の解消には、防災分野での女性の参画が不可欠です。災害対応において

女性が果たす役割は大きいことを認識し、女性の意思決定の場への参画や、リーダーとし

ての活躍を推進することが重要であり、平常時から男女共同参画の視点で防災について考

えておくことが大切なのです。 

 

男女共同参画の視点での防災とは 
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基本方針２ 男女共同参画に向けた環境づくり 

現状と課題 

市民意識調査結果では、性別役割分担意識については、「性別で役割を区別しないと

いう考え方に共感する」の割合が10.5ポイント増加（58.9％→69.4％）しており、

年代が低くなるほど、高い傾向にあります。全ての人が男女共同参画に関する認識を

深められるよう、様々な機会を通して分かりやすい広報・啓発活動を進めることが必

要です。（図表2-2-９・２-２-10） 

また、「子育ては夫婦がともに行うべき」という考え方の割合が約９割と高くなって

いることに加え（図表2-2-11）、日常的な子育ての分担は「夫と妻で半々」の理想に

対し、現実では「主に妻」が高くなっており、現実と理想が乖離
か い り

しています（図表2-

2-12）。このことから、更なる男性の家庭への参画促進が必要です。 

男女があらゆる場において平等に参画できる社会の実現のため、幼少期から男女共

同参画意識を育てる教育・学習の機会の拡大、社会的なしきたり及び固定的性別役割

分担意識を改善するための周知・啓発の更なる推進が求められています。 

また、生涯にわたって男女共同参画意識が醸成されるよう家庭や地域、学校、職場

等のあらゆる場において男女共同参画を進める教育・学習の機会を充実していくこと

が必要です。 

 

【 施策の方向 】 

（１）男女共同参画意識の醸成 

（２）男女共同参画の更なる推進に向けた啓発と情報提供の充実 

（３）学校教育における男女共同参画の教育・学習等の充実 

（４）家庭・地域における男女共同参画の推進 
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成果指標 

【 実施事業 】 

代表となる指標名 
現状値 

令和３（2021）年度 

目標値 

令和９（2027）年度 

本計画満了年度 

男女共同参画推進講座等参加者の満足 
度 

89.0％ 100.0％ 

【 市民意識調査 】 

代表となる指標名 

現状値 

令和３（2021）年度 

令和３年度市民意識調査 

目標値 

令和８（2026）年度 

令和８年度市民意識調査 

「男性は仕事、女性は家庭」という性 
別で役割を区別しない考え方に共感す 
割合 

69.4％ 80.0％ 

 

 

 

（１）男女共同参画意識の醸成 

男女共同参画社会の実現のために、男女の不平等感の解消と男女共同参画について

の正しい知識を持ち、誰もがその必要性を理解できるように意識醸成の促進に努めま

す。また、性別に関わりなく、活躍できるよう様々な分野におけるアンコンシャス・

バイアス※（無意識の思い込み）を排除し、男女共同参画の視点に立った意識の改革や

環境整備に努めます。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

男女共同参画の視点に 
立った施策の推進 

市の施策・事業が男女に偏ったものとなっていないか随時
確認するとともに、文書等についても、男女共同参画の視
点を意識し、表現に配慮するよう努めます。各種施策を推
進します。 

職員研修の充実 職員研修の実施により、男女平等意識の啓発に努めます。 

 

 

 

※ アンコンシャス・バイアス：自分自身は気付いていない「ものの見方やとらえ方のゆがみや偏り」をいい、誰もが持
っているもの。その人の過去の経験や知識、価値観、信念をベースに自分なりに解釈し
て、何気ない発言や行動として現れる。  
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【 みんなができること 】 

市民ができること 

・男女共同参画の視点でメディアを主体的に読み解き、活用する能力（メディア・

リテラシー※）を身に付けましょう。 

 

事業所等ができること 

・様々な活動の場で男女共同参画の視点に立った意識の改革を進めましょう。 

・男女共同参画社会への理解と認識を深めましょう。 

 

（２）男女共同参画の更なる推進に向けた啓発と情報提供の充実 

情報誌やホームページなど様々な情報提供媒体を活用するほか、男女共同参画に関

する講座やイベント等により、広く市民に男女共同参画の周知を図ります。 

また、家庭、学校、地域、職場等のあらゆる場において男女の人権が尊重される社

会を目指すため、市民一人一人への人権尊重意識の啓発、メディアにおける人権に配

慮した表現の促進、性を尊重する意識の醸成等、人権侵害を防止する取組を進めます。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

男女共同参画意識高揚 
のための啓発【重点】 

男女共同参画推進講座の開催や啓発活動を実施するととも
に、より多くの市民の参加ができるよう周知を図ります。 

情報誌の発行 
男女共同参画推進に係る情報誌を発行し、多くの市民に周
知を図ります。 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・広報紙及びホームページから男女共同参画に関する情報を入手し、活用しましょう。 

・インターネットやテレビ等のメディアの情報や表現が男女平等であるか読み解

く力を身に付けましょう。 

 

事業所等ができること 

・性別にとらわれない多様な生き方の理解促進を積極的に取り組みましょう。 

・過度な性的な表現や暴力を連想させる表現を使用しないようにしましょう。 

 

※ メディア・リテラシー：次の３つを構成要素とする、複合的な能力のこと。①メディアを主体的に読み解く能力、②
メディアにアクセスし、活用する能力、③メディアを通じコミュニケーションする能力。特
に、情報の読み手との相互作用的（インタラクティブ） コミュニケーション能力。  
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（３）学校教育における男女共同参画の教育・学習等の充実 

性別に関わりなく個性と能力を発揮できるようにするため、学校における教育活動

全体を通じて、性別にとらわれない多様な生き方や働き方を示すなど、学ぶ機会の提

供に努めます。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

学校における男女共同 

参画に係る情報提供 

男女共同参画に関する学習教材や研修、啓発についての情
報提供を行い、生命を大切にする考えや、自分や相手一人
一人を尊重する態度等を、発達段階に応じて身に付けさせ
ることに努めます。 

学校や家庭における男 
女共同参画の学習機会 
の充実 

小学生向け啓発冊子を性別による役割分担意識や性別に疑
問を持つと推測できる学年に配布し、性別による役割分担
などの疑問を考えながら、男女共同参画についての意識の
高揚を図ります。 

男女平等教育の推進 
子どもの発達段階に応じ、性別に関係なく、全ての人を平
等に尊重するジェンダー教育を進め、子どもが主体的に学
び、考え、行動する姿勢の育成に努めます。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・男女共同参画について、学んだことを話し合い、自己学習に努めましょう。 

 

学校ができること 

・キャリア教育やライフプランニング支援※など男女共同参画の視点に立った教育

を推進しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ライフプランニング支援：高校生が進路選択にあたって、就職のみならず結婚、出産、育児などのライフイベントを
踏まえて総合的に考えることができるよう、調査研究を踏まえ教材と指導の手引きを作成
し、ライフデザイン構築のための学びを推進していくこと。  
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（４）家庭・地域における男女共同参画の推進 

学習機会の提供や講座等の実施により、男女共同参画に関する理解を深め、あらゆ

る立場の人々が個性と能力を十分に発揮することができる社会を目指し、人権尊重や

男女共同参画意識の啓発に取り組みます。 

また、仕事と家事、育児、介護との両立ができる環境が整備されるように、多様な

子育て支援、介護サービスの充実を図ります。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

学習機会の提供 

公民館を地域学習の拠点として、地域の特性をいかした学
級・講座を開催します。また、学習機会の提供や地域の人材
を活用した学習支援体制について、安心・安全な方法で多角
的な視点から企画を行います。 

多様な子育て支援 
アミューあつぎ等の施設利用者や市の主催する行事等で一
時的に子どもを預けられるよう託児室「わたぐも」を運営す
るほか、託児会場への派遣託児サービスを実施します。 

出生率上昇の支援 
出産・子育てに関する制度等について周知を図るとともに、
地域における子育て支援体制の充実や子育てしやすい生活
環境の整備に努めます。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・男女共同参画、家庭教育支援に関する講座や講演会などに積極的に参加し、学ん

だことを実践しましょう。 

・ボランティア活動などの地域活動や地域の行事に参加しましょう。 

・性別に関わりなく、積極的に家庭での家事・育児・介護に参画しましょう。 

 

地域ができること 

・地域コミュニティにおける男女共同参画の意識向上に努めましょう。 
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基本方針３ 安心・安全なくらしの実現 

現状と課題 

DVやハラスメント等は、重大な人権侵害です。特にDVは、自己肯定感や自尊感情を失

わせるなど、心への影響も大きいものであり、その後の人生に大きな支障をきたし、貧困

や様々な困難にもつながることもある深刻な問題です。また、ハラスメントも同様に、個

人としての尊厳や人格を不当に傷つける、決してあってはならない行為です。 

市民意識調査結果では、ハラスメントを受けた経験については、「パワー・ハラスメ

ント※」、「モラル・ハラスメント※」、「セクシュアル・ハラスメント※」及び「マタニテ

ィ・ハラスメント※」を合わせた割合が15.1ポイント増加（46.2％→61.3％）し、全

てが個々に増加している中で、特にパワー・ハラスメントは増加（21.2％→29.0％）

の割合が高くなっています（図表2-2-13）。 

ハラスメントの対策として、人権侵害という意識づくりや根絶に向けた啓発活動の推

進及び企業等での防止教育の充実などが求められています（図表2-2-14・2-2-15）。

また、相談窓口の周知と相談しやすい環境を整備し、被害者の支援を充実する必要があり

ます。 

また、重大な人権侵害であるDVやハラスメントに対応するため、DV等を許さない

社会意識の醸成、相談体制の整備等を行い、安心して暮らせるまちづくりを推進して

いくことが必要です。 

なお、本市では、本計画をＤＶ防止法第２条の３第３項に規定する市町村基本計画

として位置付けており、被害者が相談しやすい体制をつくり、配偶者、パートナーか

らのあらゆる暴力の根絶と被害者支援に努め、さらに関係機関等と連携・協働を図り

ます。 

さらに、生涯にわたり男女の健康を支援するとともに、高齢者や障がいのある人、

ひとり親家庭、外国人等、生活上の困難に陥りやすい人々の安心・安全なくらしの実

現を推進していくことが必要です。 

 

 

 

※ パワー・ハラスメント：職場において行われる①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な
範囲を超えたものにより、③労働者の就業環境が害されるものであり、①から③までの３つ
の要素を全て満たすものをいう。 

※ モラル・ハラスメント：モラル（良識とされる道徳や倫理）に反する行動や嫌がらせのこと。 

※ セクシュアル・ハラスメント：相手の意に反した性的な性質の言動で、身体への不必要な接触、性的関係の強要、性
的なうわさの流布など様々なものがある。 

※ マタニティ・ハラスメント：妊娠・出産・育休などを理由とする、解雇・雇い止め・降格などの不利益な取扱いを行
うこと。  
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【 施策の方向 】 

（１）ＤＶ・性犯罪等の根絶に向けた支援の充実 

（２）ハラスメントの防止対策の推進 

（３）誰もが生涯を通じて、生き生きと暮らせる心身の健康の確保  

（４）困難を抱えている女性等への支援 

 

 

成果指標 

【 実施事業 】 

代表となる指標名 
現状値 

令和３（2021）年度 

目標値 

令和９（2027）年度 

本計画満了年度 

がん検診受診率 22.8％ 29.0％ 

【 市民意識調査 】 

代表となる指標名 

現状値 

令和３（2021）年度 

令和３年度市民意識調査 

目標値 

令和８（2026）年度 

令和８年度市民意識調査 

ＤＶを受けたとき相談した割合 20.1％ 30.0％ 
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（１）ＤＶ・性犯罪等の根絶に向けた支援の充実 

市民一人一人が、ＤＶは重大な人権侵害であるとの認識を持ち、男女間のあらゆる

暴力の根絶を目指します。また、被害者が、安心して相談でき、必要な支援を適切に

受けられるよう関係機関や庁内の連携・協働を強化します。 

さらに、相談や支援に関わる職員の専門性の向上を図り、被害者の立場に立った相

談対応に努めます。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

女性のＤＶ相談及び被 
害者支援【重点】 

ＤＶ被害者の相談内容により、関係機関連携のもと、相談
者の意向に応じた支援を実施します。なお、男性のＤＶ相
談は、県の相談機関を案内します。 

体感治安と公共の場に 
おける安全対策 

犯罪を未然に防ぐため、パトロール等の実施により、犯罪
者を寄せ付けないまちづくりを推進します。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・あらゆる暴力を絶対にしない、許さない意識を持ちましょう。 

・ＤＶ被害、性犯罪及びストーカーにあった場合は、悩まないで相談しましょう。 

 

地域ができること 

・配偶者、パートナー及び家族等から暴力を受けている人を発見したら、相談支援

センターや警察に通報しましょう。 

・パトロール等の実施により、犯罪防止の意識の向上を図りましょう。 
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（２）ハラスメントの防止対策の推進  

「パワー・ハラスメント」、「モラル・ハラスメント」、「セクシュアル・ハラスメン

ト」、「マタニティ・ハラスメント」、「パタニティ・ハラスメント※」、「就活ハラスメン

ト※」等、職場における各種ハラスメントの防止に向けて、事業所等にハラスメントに

対する意識喚起に努めます。また、相談窓口の周知や情報提供することで、働きやす

い環境整備の促進を行い、事業所等や市民に対する啓発活動を進めていきます。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

行政におけるハラスメ
ント防止の推進 

ハラスメント防止職員研修を実施し、ハラスメントのない
職場づくりを進めます。 

ハラスメント防止のた 
めの啓発 

ハラスメント防止に関連する情報を市ホームページ等で周
知します。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・就業規則などを確認し、働く場での条件、権利、義務を理解しましょう。 

・雇用・待遇上の問題やセクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメント

など、様々な問題の相談窓口の情報を把握し、困ったことがあれば速やかに相談

しましょう。 

 

事業所等ができること 

・職場における不合理な制度・慣習、年齢や性別によるアンコンシャス・バイアス

に気付き、見直しましょう。 

・「パワーハラスメント防止措置」※について理解し、セクシュアル・ハラスメント

や妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント防止対策について、必要な措置

を講じましょう。 

 

 

※ パタニティ・ハラスメント：男性社員が育休を取得するに当たり、職場で嫌がらせを受けること。 

 
※ 就活ハラスメント：就職活動中に行われる性的な言動、就職活動中に行われる威圧的な言動、就活者の意思に反し

て就職活動の終了を強要すること。 
 

※ パワーハラスメント防止措置：労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律（いわゆるパワハラ防止法）に基づき、令和４（2022）年４月１日から全企業に
対して義務化されたパワーハラスメント防止対策措置のこと。職場のパワー・ハラス
メントに関する相談窓口を設け、労働者の相談内容に応じて適切に対応することが求
められる。  
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（３）誰もが生涯を通じて、生き生きと暮らせる心身の健康の確保 

「性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス/ライツ※）」について、

関心を持ち、正しい知識を得て認識を深めるための取組を行うとともに、各種検診等

の充実や、男女が共に性に関する正しい知識を得られる啓発活動の充実に努めます。 

さらに、男女が生涯にわたって心豊かな生活を営むため、心と体の健康づくりを推

進します。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

各種検診（健診）の推 
進 

がん検診、肝炎ウイルス検診、歯科・眼科等の健康診査を実
施することに加え、受診勧奨等を効果的に実施し、受診率向
上に努めます。 

男女の健康づくりの推 
進 

健康相談、健康教育及び講座・研修を実施し、男女の健康保
持と増進に努めます。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・がん検診や各種健康診査を積極的に受診し、自分の健康づくりに主体的に取り組

みましょう。 

・悩みを一人で抱え込まず、家族や友人、専門家、公的機関等に相談しましょう。 

 

地域ができること 

・地域のみんなが協力して健康づくりに取り組みましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ リプロダクティブ・ヘルス/ライツ：妊娠・出産という仕組みを体に持つ女性の一生を通した健康のことを、リプロ
ダクティブ・ヘルスといい、強制でなく安全で満足な性生活を営めること、ま
た、いつ何人子どもを産むか、あるいは産まないかということを女性自身の意
思で選択していく権利を、リプロダクティブ・ライツ（性と生殖の自己決定権）
という。これらを総称して「性と生殖に関する健康及び権利」と訳されている。  
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（４）困難を抱えている女性等への支援 

女性、高齢者、障がい者、ひとり親家庭、外国人等、様々な困難を抱える人が安心

して暮らせる社会を構築するため、自立に向けた力を高めるとともに、生活支援、生

きがいづくり、安心できる生活環境の確保等、総合的な支援を行います。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

困難を抱えている人 
に対する支援 

女性、高齢者、障がい者、ひとり親家庭、外国人等、様々な
困難を抱えている方に対し、相談事業や就労促進等各種支援
を実施します。 

各種相談窓口の周知 
日常生活における様々な悩みを抱えている方が、相談窓口を
利用するきっかけとなるよう、ホームページや市広報等で相
談窓口の周知に努めます。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・不安に思うことがあるときや支援が必要なときは、一人で抱え込まず、相談できる

人や様々な相談窓口へ相談しましょう。 

 

地域ができること 

・日頃から、温かく見守り、声をかけ合いましょう。 

・相談を受けたり、相談窓口等の情報を提供したりしましょう。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、外出自粛や休業などが行われている中、

生活不安やストレス等により、DV 被害の深刻化が懸念されています。それは、身体的な

暴力だけでなく、精神的な暴力も含まれています。被害を受けたら、一人で悩まず、相談

窓口や警察にためらわずに相談しましょう。 

毎年 11 月 25 日は、「女性に対する暴力撤廃の国際デー」です。また、「パープルリボ

ンプロジェクト」では、DV を始め、個人間の暴力や虐待に関心を呼び起こすとともに、

暴力の下に身を置いている人々に勇気を与えようとの願いから、世界中で運動が展開され

ています。 

暴力の被害者は女性に限りません。DV や性暴力被害者への偏見・中傷は、被害者を更

に追い詰める行為です。「自分には関係ない」という意識を捨て、誰一人取り残されるこ

とのない、暴力のない社会をつくりましょう。 

 

暴力のない社会を目指して 
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基本方針４ ワーク・ライフ・バランスの充実 

現状と課題 

市民意識調査結果では、ワーク・ライフ・バランス※の実現状況については、「実現 

できている」と「おおよそ実現できている」を合わせた割合が 5.5 ポイント増加 

（42.0％→47.5％）しています（図表 2-2-1８）。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による働き方の変化に伴い、在

宅勤務等により自宅にいる時間が長くなることで、家族とのコミュニケーションの機

会が増える反面、女性の家事負担が増えることも考えられることから、男性の家事、

育児、介護等への参画が求められます。 

このようなことから、ワーク・ライフ・バランスの実現が図れるよう労働時間の短

縮を始めとする働き方の見直しや柔軟な就労形態、子育てや介護と仕事を両立できる

環境の整備等を推進するとともに、事業者が実施する取組等を促進していくことが必

要です。 

 

【 施策の方向 】 

（１）多様なライフスタイルに対応したワーク・ライフ・バランスの実現 

（２）持続可能な働き方の促進  

（３）事業者における新たなワークスタイルの創造   

 

成果指標 

【 実施事業 】 

代表となる指標名 
現状値 

令和３（2021）年度 

目標値 

令和９（2027）年度 

本計画満了年度 

放課後児童クラブ入所率 91.1％ 100.0％ 

【 市民意識調査 】 

代表となる指標名 

現状値 

令和３（2021）年度 

令和３年度市民意識調査 

目標値 

令和８（2026）年度 

令和８年度市民意識調査 

ワーク・ライフ・バランスが実現でき 
ていると思う割合 

47.5％ 60.0％ 
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（１）多様なライフスタイルに対応したワーク・ライフ・バラン

スの実現  

男性の育児休業の取得促進、ライフスタイルに対応した多様で柔軟な働き方の導入

の重要性等について事業所等へ周知するとともに、「労働基準法」、「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」等に基づく制度の定着と活

用を促進するため、事業所等におけるワーク・ライフ・バランスを実現するための取

組が推進されるよう支援を行います。 

また、一人一人のライフスタイルに合わせた家事・育児・介護と仕事の両立が可能

な環境整備を促進するため、悩みを相談できる体制の充実に努めます。 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

ワーク・ライフ・バラン 
スの実現に向けた啓発 
及び情報提供【重点】 

おむつ替えや授乳のできる施設「ベビリア」の登録・周知を 
進めるほか、法律・制度等の定着と活用に努め、休暇の取得
しやすい環境づくりを推進します。 

勤労者のための相談体 
制の充実 

勤労者に対し、法律や仕事の悩み・問題についての相談事業 
を実施します。 

あつぎ家庭の日、あつ 
ぎ家庭読書の日の周知 

ワーク・ライフ・バランスの取組への周知を図ります。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・育児・介護休業制度を利用し、男性も積極的に家事や育児、介護に関わりましょ

う。 

・育児や介護に関する支援制度についての情報を集め、積極的に利用しましょう。 

 

事業所等ができること 

・労働時間や年次有給休暇等取得状況の調査を行い、問題点に対する改善策を検

討・実施しましょう。 

・ワーク・ライフ・バランスなどについての研修やセミナーなどを企画して学び、

推進する環境をつくりましょう。 

 

 

 

※ ワーク・ライフ・バランス：「仕事と生活の調和」と訳され、一人一人がやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事
上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいて、子育て期、中高年期といっ
た各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できること。  
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（２）持続可能な働き方の促進 

仕事と家事、育児、介護との両立ができる環境が整備されるよう、ライフスタイル

に対応した多様な保育サービスの提供等のきめ細かな子育て支援策を推進します。ま

た、介護を社会的に支援するため、介護の担い手への支援や介護サービスの供給量の

確保等、介護支援策の充実を図ります。 

さらに、性別にとらわれることなく、子どもを伸び伸びと育む意識を育てるための

家庭教育の重要性の周知や情報提供に努めます。 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

放課後児童対策事業の 
推進 

放課後児童クラブの設置により持続可能な働き方を促進し
ます。 

多様な働き方に対応し 
た子育て支援の充実 

保護者の多様な就労形態に対応した子ども・子育て支援事業
の充実を図るとともに、地域との交流活動を支援することに
より、子育て支援の充実を図ります。 

家庭教育への支援 

幼稚園保護者会、小中学校ＰＴＡ等が家庭教育学級を開設で
きるよう支援するほか、家庭教育の必要性や重要性について
周知や情報提供を行い、更なる家庭教育の充実を目指しま
す。 

育児・介護等の相談体 
制の充実 

窓口や電話及び相談室において、ひとり親家庭、高齢者等に
関する様々な悩みや問題を解決するための相談を行います。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・育児、介護等の悩み事や問題があるときは、相談窓口を利用しましょう。 

・子育て支援サービスについて情報を集め、利用しましょう。 

 

地域ができること 

・地域における子育て支援のネットワークづくりを進めましょう。 
 

 

（３）事業者における新たなワークスタイルの創造  

新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の予期せぬ社会環境の変化により、多くの

企業でテレワークの導入やオンラインの活用が進み、通勤時間の削減等だけでなく、

これまでの働き方に対して、多様な可能性をもたらしています。柔軟で多様な働き方

は、働く場における女性の活躍や男性の家庭生活への積極的な参画の促進につながる

ことから、事業者に対しワーク・ライフ・バランスを実現するための働き方改革を促

進するよう働き掛けます。  



第４章 施策の展開 

 
61 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

企業の子育て支援推進 
ワーク・ライフ・バランス啓発パンフレットを作成・配布し、
仕事と子育ての両立できる環境づくりの推進を図ります。 

ワーク・ライフ・バラ 
ンスの取組促進 

勤労者に対し、福利厚生や余暇活動を支援するとともに、事
業者には、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識啓
発を図ります。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・事業所等の福利厚生制度を積極的に利用し、自らの働き方を見つめ直しましょう。 

 

事業所等ができること 

・長時間労働を減らし、勤労者の健康とモチベーションアップや働きやすい職場づ

くりの取組について啓発しましょう。 

・ＩＣＴ（情報通信技術）※を活用し、働く時間や場所を有効活用できる柔軟な働

き方の導入を検討しましょう。 

 

 

 

※ ＩＣＴ（情報通信技術）：Information & Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉で、デジタル化
された情報の通信技術であり、インターネットなどを経由して人と人とをつなぐ役割を果
たしている。 
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基本方針５ 多様な価値・個性が尊重される社会の実現 

現状と課題 

市民意識調査結果では、｢ＬＧＢＴＱの方にとって、偏見や差別等により、生活しづ

らい社会だと思いますか｣の割合が、44.8％とほぼ半数となっています（図表2-2-

23）。 

性的少数者（LGBTQ等）※の方は、少数派であるがために周囲の人の理解不足や偏

見から、社会の中で様々な困難や不安を抱えることがあります。性的少数者（LGBTQ

等）の方についての正しい情報の提供を行うとともに、理解促進のための啓発に取り

組む必要があります。 

また、本市には約８千人の外国籍市民の方が共に生活しています。文化や生活習慣

等の相違を相互理解し尊重することが求められています。 

多様な価値観を持った人が活躍し、共存できる社会の実現に向け、あらゆる人権に

配慮した意識づくりための周知・啓発とともに、あらゆる人権の悩みや問題を解決す

るための各種相談体制の充実や関係機関等との連携を図ることが必要です。 

【 施策の方向 】 

（１）あらゆる人権に配慮した環境づくり  

（２）人権尊重社会の実現に向けた相談体制の充実   

 

成果指標 

【 実施事業 】 

代表となる指標名 
現状値 

令和３（2021）年度 

目標値 

令和９（2027）年度 

本計画満了年度 

人権講座参加者の人権意識高揚度 92.9％ 96.0％ 

【 市民意識調査 】 

代表となる指標名 

現状値 

令和３（2021）年度 

令和３年度市民意識調査 

目標値 

令和８（2026）年度 

令和８年度市民意識調査 

性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）の方にと 
って、偏見や差別等がなく、生活しや 
すいと思っている割合 

10.2％ 30.0％ 

 

※ 性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）：「ＬＧＢＴＱ」は、Lesbian（レズビアン、女性同性愛者）、Gay（ゲイ、男性同性愛者）、
Bisexual（バイセクシュアル、両性愛者）、Transgender（トランスジェンダー、心と
からだの性が異なる人）、Queer や Questioning（クエスチョニング／クイア、自分の
性の在り方が分からない、決めたくない人）の頭文字を取った、性的少数者の総称の
一つ。  
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（１）あらゆる人権に配慮した環境づくり  

高齢者、障がい者、外国人等のあらゆる立場の人々が個性と能力を十分に発揮する

ことができる社会を目指し、人権尊重や男女共同参画意識の啓発に取り組みます。 

また、様々な個性をお互いに認め合う環境づくりに向け、市民、地域、学校、事業

所等と連携しながら、ライフステージに合わせた人権教育・啓発を推進します。 

 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

教職員への人権教育等の 
実施 

教職員の人権に対する意識をより高めるために、人権教育
研修等を実施します。 

人権教育・啓発の推進 
人権に対する意識をより高めるために、人権講座を開催す
るほか、人権啓発活動を実施します。 

性的少数者（ＬＧＢＴＱ 
等）の方に対する理解を 
深めるための啓発【重点】 

性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）の方に対する理解を深めるた
め、職員研修や啓発活動を実施します。 

パートナーシップ宣誓制 
度の運用 

性的少数者や事実婚の方で、パートナーシップを宣誓した
方へ「パートナーシップ宣誓書受領証」等を交付します。
本制度の周知により、生きづらさや負担の軽減を図るとと
もに、更なる多様な性への理解促進をします。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・どのようなことが人権侵害に当たるかを学び、人権を尊重しましょう。 

・自分の周りにも性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）の方がいると思って行動しましょう。 

・性的指向や性自認※を本人以外に勝手に話したり、カミングアウト※を強制したり

することはやめましょう。 

 

地域ができること 

・人権侵害や犯罪を許さない意識啓発など、自治会等での広報に協力しましょう。 

 

 

※ 性的指向や性自認：性的指向はどの性別を好きになるか、性自認は自分の性別をどう認識しているかのこと。 

※ カミングアウト：性的指向や性自認を周りの人に伝えること。これまでの人間関係が崩れてしまったり、否定された
りすることを悩む人も多いため、カミングアウトを周囲が強制したり、本人の許可なく第三者に性
的少数者であることを暴露することはあってはならない。 
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（２）人権尊重社会の実現に向けた相談体制の充実  

家庭、地域、職場など様々な場で、問題や悩みが生じ、時には人権の配慮に欠けた

言動や行動により、傷つけられたり、悩んだりする人もいます。このような状況が続

くと、自分の個性や能力を十分に発揮できなくなり、男女共同参画の実現の障壁にな

ります。 

誰もが自分らしく生き生きと暮らせるように、専門相談窓口や関係機関と連携を図

り、相談者がそれぞれのケースに応じた適切な支援を受けられるよう相談体制の充実

を図ります。 

 

【 市の取組 】 

取 組 内 容 

自殺予防対策 
地域で見守るゲートキーパー※の養成や自殺未遂者支援、相
談事業の充実に努め、多角的な視点で支援を行います。 

各種相談事業の充実 
日常生活における様々な悩み、その他の人権問題の解決を図
るため、相談事業を実施します。 

 

【 みんなができること 】 

市民ができること 

・悩みや不安は一人で抱えず、まずは誰かに話してみましょう。 

 

地域ができること 

・悩みを相談されたときは、相手の気持ちを否定せず、耳を傾けるとともに、専門

機関へ情報を提供しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気付き、適切な対応（悩んでいる人に気付き、声を掛け、話を聞いて、
必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のこと。  
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「性」といえば男性と女性の 2 種類だけ、好きになる相手は異性が当たり前、と思う

方が多いかもしれませんが、性的指向や性自認は、一人一人異なり、人の数だけあると言

われています。近年このような考え方は、ＳＯＧＩ（ソジ：Sexual Orientation and 

Gender Identity）と呼ばれ、知られるようになってきました。ＳＯＧＩとは、どの性別

を好きになるか/ならないかを表す「性的指向（Sexual Orientation）」と、自分の性別

をどう認識しているかを表す「性自認（Gender Identity）」の頭文字を取った言葉で、全

ての人が対象となります。 

ＬＧＢＴがレズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダーという「誰」を

指すのに対し、ＳＯＧＩは「どんな性別を好きになるのか」、「自分自身をどういう性だと

認識しているのか」という「状態」を指し、広い概念を表しています。 

また、ＬＧＢＴのほかにも Q（クエスチョニング／クィア）など、多様な性があります。 

誰もが自分らしく生きられる社会であるために、お互いの違いを受け入れましょう。 

 

性的少数者を表す用語について 
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１ 庁内の推進体制 

２ 市民・関係団体等と連携した推進 

３ 国・県等と連携した推進 

４ 進行管理 
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第５章    計画の推進体制 

 

 

１ 庁内の推進体制 

本計画を着実に推進するため、関係各課等との積極的な連携体制を整え、全庁的な

施策推進を行います。また、本計画に位置付けられる取組については、関係各課等に

よる実施事業の進行管理の下、本計画の進捗状況と施策の効果等を検証・評価します。 

 

厚木市男女共同参画庁内推進会議  

本会議は、本計画を実行性のあるものとするため、庁内の関係各課で組織するもの

で、施策の進捗状況を把握、定期的な評価・見直しを行うことで、本計画の全庁的な

進行管理を実施します。 

 

 

２ ２ 市民・関係団体等と連携した推進 

市民・関係団体等が、家庭、地域、学校及び職場などのあらゆる場において男女共

同参画社会の実現に向けた行動をとることができるよう、広報掲載、情報誌の配布、

講座の開催等による啓発を推進します。 

 

厚木市男女共同参画推進委員会  

本委員会は、広く市民の意見を施策に反映させるため、公募市民、学識経験者、関

係団体の代表者の方々で構成され、計画の進捗状況の把握及び施策の評価や意見等を

いただきます。 

なお、本委員会は女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（第2７条）にお

ける協議会として位置付けています。 
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３ 国・県等と連携した推進 

国や神奈川県等と適切に情報共有を行い、啓発事業や支援体制の充実を図ります。 

 

４ 進行管理 

本計画に基づいた様々な事業については、実施事業計画を策定し、関係各課等と男

女共同参画主管課が連携、協働し積極的に取り組みます。年度ごとに事業の実施結果

の達成状況等を把握するとともに事業の課題及び方向性の見直しをします。 

進行管理は「ＰＤＣＡサイクル」による「継続的改善」の考え方を基本とし、「ＰＬ

ＡＮ（計画）」、「ＤＯ（実施）」、「ＣＨＥＣＫ（評価）」、「ＡＣＴＩＯＮ（改善）」のサ

イクルを実践していくことにより、施策の成果の向上を図ります。 

本計画の総合評価については、計画終了年度の前年度に市民意識調査を実施し、男

女共同参画に関する意識の変化や実態の把握、実施事業の結果及び厚木市男女共同参

画推進委員会等からの意見を踏まえ、本計画の基本目標の達成状況により評価します。 

 

 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 
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資料編 
 

 

１ 厚木市男女共同参画計画策定の経緯 

２ 厚木市男女共同参画市民意識調査 

３ パブリックコメント 

４ 厚木市男女共同参画推進委員会規則 

５ 厚木市男女共同参画推進委員会委員名簿 

６ 厚木市男女共同参画庁内推進会議設置規程 

７ 厚木市男女共同参画庁内推進会議委員名簿 

８ 関係法令 

９ 男女共同参画に関する国内外の動き 
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         資料編 

 

 

１ 厚木市男女共同参画計画策定の経緯 

 

日程 内容等 

令和３年 10 月７日（木） 
～10 月 27 日（水） 

令和 3 年度厚木市男女共同参画市民意識調査 

令和 4 年 5 月 16 日（月） 第１回厚木市男女共同参画庁内推進会議 

5 月 24 日（火） 第１回厚木市男女共同参画推進委員会 

８月 10 日（水） 第２回厚木市男女共同参画庁内推進会議 

８月 26 日（金） 第２回厚木市男女共同参画推進委員会 

9 月 28 日（水） 第３回厚木市男女共同参画庁内推進会議 

10 月 ６日（木） 第３回厚木市男女共同参画推進委員会 

令和 4 年 12 月 1 日（木） 
～令和５年１月４日（水） 

第４次厚木市男女共同参画計画（案）のパブリックコメ
ント実施 
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２ 厚木市男女共同参画市民意識調査(令和３(2021)年度) 

（１）調査の目的 

市民の男女共同参画に関する意識の変化や実態を的確に把握し、過去の調査と比較

することによって各種施策の効果等を検証するとともに、厚木市男女共同参画計画改

定の基礎データとし、今後の施策展開に向けた課題を抽出することを目的とし、調査

を実施しました。 

 

（２）調査の方法 

① 調査地域  市内全域 

② 調査対象  3,000人 

・厚木市に在住する満18歳以上の男女2,000人(外国籍の方を含む)…市内在住者 

・厚木市に在勤する満18歳以上の男女1,000人(外国籍の方を含む)…市内在勤者 

③ 抽出方法  無作為抽出 

④ 調査方法  郵送配布・郵送回収 

⑤ 調査期間  令和３年10月７日～10月27日 

 

（３）回収結果 

配 布 数 回 収 数 回 収 率 

3,000 通 1,117 通 37.2％ 

 

（４）調査項目 

① 基本属性 

② 男女平等意識について 

③ 女性の活躍推進について 

④ ワーク・ライフ・バランスと生活時間の配分について 

⑤ 家庭生活について 

⑥ 社会生活について 

⑦ 出産・育児について 

⑧ ハラスメント・ＤＶについて 

⑨ 性の多様性について 

⑩ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響について 

⑪ 男女共同参画社会に関する施策について  
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３ パブリックコメント 

本計画の策定するにあたり、市民の皆様からご意見をいただくため、次のとおりパ

ブリックコメントを実施しました。 

市民の皆様から寄せられたご意見及び市の考え方については、市ホームページ及び

市政情報コーナー（市役所本庁舎）でご覧いただけます。 

 

（１）手続の対象 

「第4次厚木市男女共同参画計画（案）」 

 

（２）意見等提出期間 

令和４年12月１日（木） ～ 令和５年１月４日（水） 

 

（３）意見提出者数（意見数） 

  １人（１件） 
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４ 厚木市男女共同参画推進委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、厚木市附属機関の設置に関する条例（昭和32年厚木市条例第

17号）に基づき設置された厚木市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」とい

う。）の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (1) 厚木市男女共同参画計画の策定及び推進に関すること。 

 (2) その他男女共同参画の推進に関すること。 

（委員） 

第３条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 公募による市民 

(2) 関係団体の代表 

(3) 学識経験者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指

定した委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 
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(意見の聴取等) 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見若

しくは説明を聴き、又は関係者に対し必要な資料の提出を求めることができる。 

(秘密の保持) 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、男女共同参画主管課で処理する。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員

長が委員会に諮って定める。 

 

附 則 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に委員会に相当する合議体（以下「従前の合議体」

という。）の委員である者は、この規則の施行の日に、第３条の規定により委員

会の委員として委嘱されたものとみなす。この場合において、当該委嘱された

ものとみなされる委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、同日における従

前の合議体の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

３ 第５条の規定にかかわらず、この規則の施行の際、現に従前の合議体の委員

長である者又はその職務を代理する委員である者は、それぞれ、この規則の施

行の日に、同条の規定により委員会の委員長又はその職務を代理する委員とし

て定められ、又は指名されたものとみなす。 
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５ 厚木市男女共同参画推進委員会委員名簿 

 

令和４年４月１日現在 

役 職 選任区分 氏 名 

委 員 長 学識経験者 奥田 七代 

職務代理 関係団体の代表 堀合 純一郎 

委  員 公募による市民 木内 靖 

委  員 公募による市民 黒田 美由喜 

委  員 公募による市民 三上 一輝 

委  員 学識経験者 江崎 ひろみ 

委  員 学識経験者 大川 なつか 

委  員 学識経験者 大塚 恭子 

委  員 学識経験者 萩原 たま代 

委  員 関係団体の代表 飯原 菊枝 

委  員 関係団体の代表 石田 みや子 

委  員 関係団体の代表 梅澤 ゆり子 

委  員 関係団体の代表 杉山 宣夫 

委  員 関係団体の代表 山本 智明 

（敬称略） 
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６ 厚木市男女共同参画庁内推進会議設置規程 

 

（設置） 

第１条  本市における男女共同参画社会の成熟を目指す男女共同参画計画の推進を

図るため、厚木市男女共同参画庁内推進会議（以下「庁内会議」という。）を設置

する。 

（所掌事項） 

第２条  庁内会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

  (1) 男女共同参画計画の企画及び推進に関すること。 

  (2) 男女共同参画施策に係る調査及び研究に関すること。 

  (3) 男女共同参画施策に係る情報交換及び連絡調整に関すること。 

  (4) 男女共同参画社会の推進に関すること。 

（組織） 

第3条 庁内会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長、副会長及び委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

（会長等の職務） 

第４条  会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条  庁内会議の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

（意見聴取） 

第6条 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者の出席を求め、意見又は

説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条  庁内会議の庶務は、男女共同参画主管課において処理する。 

（委任） 

第８条  この規程に定めるもののほか、庁内会議の運営に関し必要な事項は、会長

が庁内会議に諮って定める。 
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附  則 

 この要綱は、平成15年５月27日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成20年３月１日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

附  則 

 この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
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７ 厚木市男女共同参画庁内推進会議委員名簿 

     別表（第 3 条関係） 

役 職 職 名 

会 長 協働安全部長 

副会長 人権男女相談担当課長 

委 員 危機管理課長 

委 員 職員課長 

委 員 行政総務課長 

委 員 家庭相談課長 

委 員 こども育成課長 

委 員 保育課長 

委 員 介護福祉課長 

委 員 健康づくり課長 

委 員 市民協働推進課長 

委 員 産業振興課長 

委 員 教育指導課長 

委 員 社会教育課長 
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８ 関係法令 

（１）男女共同参画社会基本法 

平成 11 年６月 23 日法律第 78 号 

最終改正 平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号 

 

目次 
前文 
第一章 総則（第一条―第十二条） 
第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関す
る基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十
八条） 

附則 
 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、

国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められて

きたが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が

国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女

が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別

にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となってい

る。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を

二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付

け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要で

ある。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を

明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公

共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組

を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 
（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会

経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実

現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形

成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及

び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な

構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利

益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき

社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女

間の格差を改善するため必要な範囲内において、男

女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供

することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての

尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機

会が確保されることその他の男女の人権が尊重される

ことを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会にお

ける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を

反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立

でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形

成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会における活動

の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものと

するように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等

な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策

又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同し

て参画する機会が確保されることを旨として、行われな

ければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女

が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の

活動を行うことができるようにすることを旨として、行

われなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会にお

ける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男

女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなけ

ればならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画

社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及

びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施

策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会の

あらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 
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（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置

その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形

成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策についての報告を提出しなければな

らない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の

形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作

成し、これを国会に提出しなければならない。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する 
基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同

参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男

女共同参画基本計画」という。）を定めなければならな

い。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定

めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、

男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があっ

たときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しな

ければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につい

て準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、

当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都

道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければな

らない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ず

べき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共

同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基

本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又

は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施

するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しな

ければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、

基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置

を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影

響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理の

ために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他

の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人

権が侵害された場合における被害者の救済を図るため

に必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参

画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に

必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の

下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交

換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相

互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずる

ように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共

同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援する

ため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努

めるものとする。 

 

第三章 男女共同参画会議 
（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に

規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係

各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促

進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事

項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要が

あると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣
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に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が

男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必

要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各

大臣に対し、意見を述べること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって

組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総

理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有す

る者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数

の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議

員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満で

あってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とす

る。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要

があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視

又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があ

ると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対して

も、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び

議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令

で定める。 

 

附 則 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）

は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会

設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規

定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第

一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもっ

て存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一

項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員

である者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項

の規定により、審議会の委員として任命されたものとみ

なす。この場合において、その任命されたものとみなさ

れる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日

における旧審議会設置法第四条第二項の規定により任

命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残

任期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一

項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長

である者又は同条第三項の規定により指名された委員

である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十

四条第一項の規定により審議会の会長として定められ、

又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代

理する委員として指名されたものとみなす。 

 

附 則  
（平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成

十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第

二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布

の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職

員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの

法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、こ

の法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で

定める。 

 

附 則  
（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成

十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律の一部を改正する法律附則の

改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三

百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条

第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の日
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（２）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

 

平成 13 年４月 13 日法律第 31 号 

最終改正 令和元年６月 26 日法律第 46 号 

 

 

目次 
前文 
第一章 総則（第一条・第二条） 
第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等
（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三
条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 
第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 
第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 
第五章の二 補則（第二十八条の二） 
第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 
附則 
 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の

平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取

組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含

む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が

必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの

暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困

難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人

の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現

を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保

護するための施策を講ずることが必要である。このことは、

女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会に

おける取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自

立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 
（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、

配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な

攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。

以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼ

す言動（以下この項及び第二十八条の二において「身

体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者から

の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴

力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をして

いないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、

「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻

関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同

様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、

その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項におい

て「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針

（以下この条並びに次条第一項及び第三項において

「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条

第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基

本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協

議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下こ

の条において「都道府県基本計画」という。）を定めな

ければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に

即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町

村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この

条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう
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努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町

村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助

言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 
（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談

所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者

暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにす

るものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとして

の機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行

うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ず

ること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を

紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又

は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっ

ては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、

第五条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊

急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、

就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利

用等について、情報の提供、助言、関係機関との連

絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、

情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助

を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、

情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の

援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、

又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに

当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体と

の連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指

導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保

護を行うことができる。 

 

第三章 被害者の保護 
（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章におい

て同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配

偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう

努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかか

ったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶

者暴力相談支援センター又は警察官に通報することが

できる。この場合において、その者の意思を尊重する

よう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の

規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項

の規定により通報することを妨げるものと解釈しては

ならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかか

ったと認められる者を発見したときは、その者に対し、

配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その

有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての

説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害

者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談

支援センターが行う業務の内容について説明及び助言

を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨する

ものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行

われていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法

律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法

律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、

暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力

による被害の発生を防止するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、

方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察

署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶

者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を

受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めると

きは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、

国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害

を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの

暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を

行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）

に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事

務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第
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百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十

四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年

法律第百二十九号）その他の法令の定めるところによ

り、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、

福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村

の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行う

に当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互

に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受け

たときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努める

ものとする。 

 

第四章 保護命令 
（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を

加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章にお

いて同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同

じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する

暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受け

る身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において

同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受

けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に

対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ

れた場合にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）に

より、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれ

が大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第

四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次

の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第

二号に掲げる事項については、申立ての時において被

害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限

る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害

者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている

住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場

所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者

の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近

をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害

者と共に生活の本拠としている住居から退去する

こと及び当該住居の付近をはいかいしてはならな

いこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被

害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者に対し、命令

の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、

被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もして

はならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項

を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない

場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ

装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信す

ること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前

六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を

用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の

情を催させるような物を送付し、又はその知り得る

状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る

状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはそ

の知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害す

る文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知

り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその

成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二

条第一項第三号において単に「子」という。）と同居し

ているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと

疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があ

ることから被害者がその同居している子に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するた

め必要があると認めるときは、第一項第一号の規定に

よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者

の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効

力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生

じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該

子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住

居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校

その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又

は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるとき

は、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害

者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係

を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同
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居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十

二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居

に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っている

ことその他の事情があることから被害者がその親族等

に関して配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため必要があると認めるときは、第一項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判

所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対

し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命

令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日ま

での間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）

その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、

又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満

の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該

親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合

にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限

り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る

事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又

は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地

方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号

に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができ

る。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命

令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げ

る事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対

する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者

から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体

に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに

足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする

場合にあっては、被害者が当該同居している子に関

して配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため当該命令を発する必要があると認

めるに足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする

場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止す

るため当該命令を発する必要があると認めるに足

りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職

員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、又

は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその

事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察

職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び

場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の

内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号

イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申

立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項に

ついての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明

治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の

認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につ

いては、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発する

ことができない。ただし、その期日を経ることにより

保護命令の申立ての目的を達することができない事情

があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者

暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、

申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状

況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書

面の提出を求めるものとする。この場合において、当

該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長

は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配

偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は

申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を

求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出

を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ない

で決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言

渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やか

にその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄

する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものと

する。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴

力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若

しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該

事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ
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る事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やか

に、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書

に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当

該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セン

ターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職員

に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が

最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知す

るものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、

即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ

ない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消し

の原因となることが明らかな事情があることにつき疎

明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、

即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保

護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記

録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を

命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による

命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項

から第四項までの規定による命令が発せられていると

きは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなけ

ればならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立

てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令

を取り消す場合において、同条第二項から第四項まで

の規定による命令が発せられているときは、抗告裁判

所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令

について、第三項若しくは第四項の規定によりその効

力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消

したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及び

その内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センタ

ーの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準

用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護

命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一

号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっ

ては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算

して三月を経過した後において、同条第一項第二号の

規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日

から起算して二週間を経過した後において、これらの

命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命

令の申立てをした者に異議がないことを確認したとき

も、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定に

よる命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令

を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の

場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せ

られた後に当該発せられた命令の申立ての理由となっ

た身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の

事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立

てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本

拠としている住居から転居しようとする被害者がその

責めに帰することのできない事由により当該発せられ

た命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する

日までに当該住居からの転居を完了することができな

いことその他の同号の規定による命令を再度発する必

要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命

令を発するものとする。ただし、当該命令を発するこ

とにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずる

と認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次

に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五

号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、

同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第

一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本

文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号

までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二

号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と

する。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する

事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、

相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論

若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、

又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、

この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管

轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務

を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法

務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務

事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせる

ことができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、

保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しな

い限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定

を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に

関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定

める。 
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第五章 雑則 
（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜

査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職

務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被

害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、

被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重

するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分

な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者

の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深

めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓

発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生

のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させ

るための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者

の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるもの

とする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間

の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとす

る。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁

しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務

を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げ

る費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所

が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大

臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を

含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する

婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町

村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して

行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要

する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければなら

ない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府

県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同

項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十

分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費

用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費

用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係におけ

る共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除

く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にあ

る相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係に

ある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、そ

の者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係

にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を

含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」

とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相

手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十

八条の二に規

定する関係に

ある相手から

の暴力を受け

た者をいう。以

下同じ。） 

第六条第一項 配偶者または

配偶者であっ

た者 

同条に規定す

る関係にある

相手又は同条

に規定する関

係にある相手

であった者 

第十条第一項

から第四項ま

で、第十一条

第 二 項 第 二

号、第十二条

第一項第一号

から第四号ま

で及び第十八

条第一項 

配偶者 第二十八条の

二に規定する

関係にある相

手 

第十条第一項 離婚をし、又

はその婚姻が

取り消された

場合 

第二十八条の

二に規定する

関係を解消し

た場合 

 

第六章 罰則 
第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用す
る第十条第一項から第四項までの規定によるものを含
む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の
懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定によ
り読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の
二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二
十八条の二において準用する第十八条第二項の規定に
より読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記
載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により
保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処
する。 
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附 則 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶

者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、

第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限

る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四

年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相

談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当

該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する

第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三

項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者

暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」と

する。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後

三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講

ぜられるものとする。 
 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 
（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定に

よる命令の申立てに係る同条の規定による命令に関す

る事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後

に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法

な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同

一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以

下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による

命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに

限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規

定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二

週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年

を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられる

ものとする。 
 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 
抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過

した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前

の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例

による。 
 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 
（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。 
 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 
抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、

第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 

平成二十六年十月一日 
 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公

布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行

に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行

後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報

の対象となる同条第一項に規定する配偶者からの暴力

の形態並びに同法第十条第一項から第四項までの規定

による命令の申立てをすることができる同条第一項に

規定する被害者の範囲の拡大について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三

年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者から

の暴力に係る加害者の地域社会における更生のための

指導及び支援の在り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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（３）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

 

平成 27 年９月４日法律第 64 号 

最終改正 令和元年６月５日同第 24 号 

 

目次 
第一章 総則（第一条―第四条） 
第二章 基本方針等（第五条・第六条） 
第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 
第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第
十八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 
第四節 女性の職業選択に資する情報の公表
（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す
るための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 
第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 
附則 

 

第一章 総則 
（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生

活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を

十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下

「女性の職業生活における活躍」という。）が一層重要

となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平

成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女

性の職業生活における活躍の推進について、その基本

原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責

務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行

動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置等について定めることにより、女性

の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、

もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢

化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢

の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現するこ

とを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、

自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとす

る女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用

形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な

提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な

役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業

生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、そ

の個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨

として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を

営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家

庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが

多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に

与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の

別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、

介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における

活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の

職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能

となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、

女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意

思が尊重されるべきものであることに留意されなけれ

ばならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職

業生活における活躍の推進についての基本原則（次条

及び第五条第一項において「基本原則」という。）にの

っとり、女性の職業生活における活躍の推進に関して

必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければなら

ない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、

又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に

関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生

活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他

の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を

自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団

体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策に協力しなければならない。 

 
第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的

に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進

に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定め

なければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基

本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための

支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要

な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策に関する重要事項 
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四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活にお

ける活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければな

らない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府

県の区域内における女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策についての計画（以下この条において

「都道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるも

のとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められ

ているときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘

案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画（次

項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう

努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町

村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

 

第三章 事業主行動計画等 
第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、

基本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主

行動計画及び第十九条第一項に規定する特定事業主行

動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）

の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」

という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事

項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを定

めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般

事業主」という。）であって、常時雇用する労働者の数

が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に

即して、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければ

ならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省

令で定めるところにより、採用した労働者に占める女

性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時

間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働

者の割合その他のその事業における女性の職業生活に

おける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活に

おける活躍を推進するために改善すべき事情について

分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなけ

ればならない。この場合において、前項第二号の目標

については、採用する労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時

間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割

合その他の数値を用いて定量的に定めなければならな

い。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、これを労働者に周知させるための措

置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動

計画に定められた目標を達成するよう努めなければな

らない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三

百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、

一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めると

ころにより、厚生労働大臣に届け出るよう努めなけれ

ばならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事

業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合につ

いて、第四項から第六項までの規定は前項に規定する

一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更し

た場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定

による届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚

生労働省令で定めるところにより、当該事業主につい

て、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであるこ

とその他の厚生労働省令で定める基準に適合するもの

である旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一
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般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供す

る物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若し

くは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項及

び第十四条第一項において「商品等」という。）に厚生

労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等

に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはな

らない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消

すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認

めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反した

とき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請

に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該

事業主について、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関し、当該事業主の策定した一般事業

主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行

動計画に定められた目標を達成したこと、雇用の分野

における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三条の二に

規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業

務を担当する者を選任していること、当該女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が

特に優良なものであることその他の厚生労働省令で定

める基準に適合するものである旨の認定を行うことが

できる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例

認定一般事業主」という。）については、第八条第一項

及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しな

ければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大

臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用す

る。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の

各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認定を

取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消す

とき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと

認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚

偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律

に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業

主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が

三百人以下のものをいう。以下この項及び次項におい

て同じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し

必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、

当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとす

るときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一

号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成

員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」と

は、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法

律により設立された組合若しくはその連合会であって

厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事

業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省

令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その

構成員である中小事業主に対して女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組を実施するための人材確

保に関する相談及び援助を行うものであって、その申

請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を

適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合す

る旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定

する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の

承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従

事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところ

により、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働

者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを

厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定に

よる届出があった場合について、同法第五条の三第一

項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四十一条

第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、第四十

八条の三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及

び第二項並びに第五十一条の規定は前項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する者について、同法

第四十条の規定は同項の規定による届出をして労働者

の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同

法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において

準用する同条第二項に規定する職権を行う場合につい

て、それぞれ準用する。この場合において、同法第三

十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」と

あるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律第十六条第四項の規定による届出をして労働者

の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第

二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は
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期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の

規定の適用については、同法第三十六条第二項中「前

項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募

集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与

えようとする」と、同法第四十二条の三中「第三十九

条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法

律第六十四号）第十六条第四項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二

項の相談及び援助の実施状況について報告を求めるこ

とができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団

体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成

果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又

は方法について指導することにより、当該募集の効果

的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定に

より一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業

主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対

して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若

しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円

滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努め

るものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又は

それらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」

という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動

計画策定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事

業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する計画をいう。以下この条において

同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更しようとするときは、内閣府令で定めるところによ

り、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継

続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にあ

る職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び

事業における女性の職業生活における活躍に関する状

況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進する

ために改善すべき事情について分析した上で、その結

果を勘案して、これを定めなければならない。この場

合において、前項第二号の目標については、採用する

職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の

差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員

に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的

に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させるた

めの措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行

動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければな

らない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を

実施するとともに、特定事業主行動計画に定められた

目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生

労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事

業における女性の職業生活における活躍に関する次に

掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に

対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との

両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営も

うとする女性の職業選択に資するよう、その事業にお

ける女性の職業生活における活躍に関する前項各号に

掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表

するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公

表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところに

より、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事務及び事業における女性の

職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期

的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する

職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両

立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進する
ための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進

するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支

援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、

又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者か

らの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、
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助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の

一部を、その事務を適切に実施することができるもの

として内閣府令で定める基準に適合する者に委託する

ことができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は

当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な

財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であって

政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関

し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、

特例認定一般事業主その他の女性の職業生活における

活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主

（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注

の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとす

る。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業

主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施す

るように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活に

おける活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、

かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行

うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に資するよう、国内外における女性の職

業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報

の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行

う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関

係機関」という。）は、第二十二条第一項の規定により

国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共

団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活

における活躍の推進に有用な情報を活用することによ

り、当該区域において女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるよう

にするため、関係機関により構成される協議会（以下

「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の

区域内において第二十二条第三項の規定による事務の

委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協

議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認める

ときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加える

ことができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この

項において「関係機関等」という。）が相互の連絡を図

ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に

有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図

るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組について協議を行うもの

とする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、

内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなけ

ればならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事

務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織

及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第五章 雑則 
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要

があると認めるときは、第八条第一項に規定する一般

事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業

主である同条第七項に規定する一般事業主に対して、

報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすること

ができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定に

よる公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八条第

一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項に規定

する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若し

くは特例認定一般事業主である第八条第七項に規定す

る一般事業主に対し、前条の規定による勧告をした場

合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかっ

たときは、その旨を公表することができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第

十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生

労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところによ

り、その一部を都道府県労働局長に委任することがで

きる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の

実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 
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第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定

法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に

違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の

懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年

以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏ら

した者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月

以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労

働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第

三十七条第二項の規定による指示に従わなかった

者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第

三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十

万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する

場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第

五十条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の

報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第

五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答

弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第

五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした

者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関

し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をし

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても、各本条の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）

及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五

条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、

その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従

事していた者の当該事務に関して知り得た秘密につい

ては、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、

前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、な

おその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して

知り得た秘密については、第二十八条の規定（同条に

係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同

項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、この法律は、第一項の規定にかかわらず、

同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合

において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があ

ると認めるときは、この法律の規定について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。 

 

附 則  
（平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加

える改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二・三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八

条第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第二項

及び第七十九条の二並びに附則第十一条の二第一

項の改正規定並びに同条第三項の改正規定（「百分

の五十を」を「百分の八十を」に改める部分に限る。）、

第四条の規定並びに第七条中育児・介護休業法第五

十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正

規定並びに附則第五条から第八条まで及び第十条

の規定、附則第十三条中国家公務員退職手当法（昭

和二十八年法律第百八十二号）第十条第十項第五号

の改正規定、附則第十四条第二項及び第十七条の規

定、附則第十八条（次号に掲げる規定を除く。）の規

定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関

する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十八

条第三項の改正規定（「第四条第八項」を「第四条第

九項」に改める部分に限る。）、附則第二十条中建設

労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和五十一年

法律第三十三号）第三十条第一項の表第四条第八項

の項、第三十二条の十一から第三十二条の十五まで、

第三十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び

第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の項の

改正規定、附則第二十一条、第二十二条、第二十六

条から第二十八条まで及び第三十二条の規定並び

に附則第三十三条（次号に掲げる規定を除く。）の規

定 平成三十年一月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定

https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_41-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_37-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_37-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_39
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_39
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_40
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_50-Pr_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_51-Pr_1
https://elaws.e-gov.go.jp/document?law_unique_id=322AC0000000141_20200330_429AC0000000014#Mp-At_51-Pr_1
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にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 
（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者

の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第四条の改正規定並びに次条及び附則第六条の規

定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超

えない範囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合

において、この法律による改正後の規定の施行の状況

について検討を加え、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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９ 男女共同参画に関する国内外の動き 

年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 厚木市の動き 

1946 年 

（昭和 20） 

・国連婦人の地位委
員会を設置 
1975 年を国際婦
人年と宣言 

   

1975 年 

（昭和 50） 

・国際婦人年 
・「国際婦人年世界会
議」開催（メキシコ
シティ） 

・「世界行動計画」採択 

・総理府に「婦人問題 
企画推進本部」設置 

  

1976 年 

（昭和 51） 

・国連婦人の十年（～ 
85 年） 

   

1977 年 

（昭和 52） 
 ・「国内行動計画」策定   

1979 年 

（昭和 54） 

・「女子差別撤廃条
約」採択 

   

1980 年 

（昭和 55） 
   

・厚木市総合計画で
「婦人の社会参加
への対応」を明確化 

1982 年 

（昭和 57） 
  

・「かながわ女性プラ 
ン」策定 

・「かながわ女性会
議」発足 

・「婦人総合センタ
ー」開館 

・「厚木市婦人会館」
を開館 

1985 年 

（昭和 60） 

・「国連婦人の十年最
終年世界会議」開催 
（ナイロビ） 

・「ナイロビ将来戦
略」採択 

・「女子差別撤廃条
約」批准 

・「国籍法」施行 
 

・国連婦人の10年最
終年記念講演会開
催 

1986 年 

（昭和 61） 
 

・「男女雇用機会均等 
法」施行 

 
・「婦人の意識と行動
に関する意識調査」
実施 

1987 年 

（昭和 62） 
 

・「新国内行動計画」
策定 

・「新かながわ女性プ
ラン」策定 

・「婦人行政元年」と
位置付け婦人問題
懇話会設置 

1989 年 

（平成元） 
   

・男女共同参加型社
会の形成をめざす
行動計画「あつぎ女
性プラン 21」策定 

・女性情報誌「女と男
の再発見」発行 

1990 年 

（平成 2） 

・ナイロビ将来戦略
見直し勧告 

 
 

 

・「男女共同参加型社
会の形成をめざす
厚木市民意識調査」
実施 

1992 年 

（平成 4） 
 ・「育児休業法」施行   
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年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 厚木市の動き 

1993 年 

（平成 5） 

・「国連世界人権会
議」（ウィーン）ウ
ィーン宣言採択 

・国連総会「女性に対
する暴力の撤廃に
関する宣言」採択 

・「パートタイム労働
法」施行 

・中学校家庭科男女
必修開始 

  

1994 年 

（平成 6） 
 

・総理府に「男女共同
参画室」・「男女共同
参画審議会」設置 

・内閣に「男女共同参
画推進本部」を設置 

・子どもの権利条約
批准 

・高校家庭科男女必
修科目開始 

  

1995 年 

（平成 7） 

・「第 4 回世界女性会
議」開催（北京） 

・「北京宣言」「行動綱
領」採択 

・改正「育児・介護休
業法」施行  

  

1996 年 

（平成 8） 
 

・「男女共同参画 2000
年プラン」策定 

 
・企画部に女性政策
課設置 

1997 年 

（平成 9） 
  

・「かながわ女性プラ
ン 21」策定 

・「男女共同参画社会
に関するアンケー
ト」実施 

1998 年 

（平成 10） 
   

・女性行動計画「あつ
ぎパートナープラ
ン」策定 

・施設名を婦人会館
から女性センター
に変更 

1999 年 

（平成 11） 
 

・改正「男女雇用機会
均等法」施行 

・「男女共同参画社会
基本法」施行 

 

・機構改革により女
性政策課を市民部
に変更 

・初の女性消防士採用 

2000 年 

（平成 12） 

・国連特別総会「女性 
2000年会議」開催 
（ニューヨーク） 

・「男女共同参画基本
計画」策定 

・「ストーカー規制
法」施行 

・「介護保険法」施行 

  

2001 年 

（平成 13） 
 ・「DV 防止法」 施行   

2002 年 

（平成 14） 
 

・改正「育児・介護休
業法」施行 

・「神奈川県男女共同
参画推進条例」施行 

・「配偶者暴力相談支
援センター」設置 

・「男女共同参画社会
に関するアンケー
ト」実施 

2003 年 

（平成 15） 

・国連「女子差別撤廃
委員会」が日本を審
査 

・「次世代育成支援対
策推進法」施行 

・「かながわ男女共同
参画推進プラン」策
定 

・「厚木市男女共同参
画計画」策定 

・施設名を女性セン
ターからあつぎパ
ートナーセンター
に変更 

2004 年 

（平成 16） 
   

・女性政策課を男女
共同参画課に変更 

・厚木市人権施策推
進指針策定 
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2005 年 

（平成 17） 

・第49回国連婦人の
地位委員会「（北京
+10）閣僚級会合」
（ニューヨーク） 

・「第２次男女共同参
画基本計画」策定 

・男女共同参画審議
会設置（法律） 

・「介護保険法」公布 

・「かながわ女性キャ
リア支援センター」
開設 

・機構改革により男
女共同参画課を市
民協働部に変更  

・初の女性消防団員
誕生 

2006 年 

（平成 18） 
 

・改正「男女雇用機会
均等法」施行 

・「かながわＤＶ被害
者支援プラン」策定 

 

2007 年 

（平成 19） 

 

 

・「仕事と生活の調和 
（ワーク・ライフ・
バランス）憲章」「仕
事と生活の調和推
進のための行動指
針」策定 

 
・「厚木市男女共同参
画市民意識調査」実
施 

2008 年 

（平成 20） 
 

・改正「パートタイム
労働法」 

・改正「DV 防止法」
施行 

・「かながわ男女共同
参画推進プラン（第
2 次）」策定 

 

2009 年 

（平成 21） 
  

・「かながわ DV 被害
者支援プラン」改定 

・機構改革により男
女共同参画課を人
権男女参画課に課
名変更し、協働安全
部に変更 

2010 年 

（平成 22） 

・第54回国連婦人の
地位委員会「（北京
+15）閣僚級会合」
（ニューヨーク） 

・「第 3 次男女共同参
画基本計画」策定 

  

2011 年 

（平成 23） 

・「ジェンダー平等と
女 性のエンパワー
メントのための国
連機関」正式発足 

  
・「厚木市男女共同参
画市民意識調査」実
施 

2012 年 

（平成 24） 
 

・「女性の活躍促進に
よる経済活性化行
動計画」策定 

 

・機構改革により人
権男女参画課を市
民協働推進部に変
更 

2013 年 

（平成 25） 
 

・「男女共同参画の視
点からの防災・復興
の取組指針」作成 

・改正「ストーカー規
制法」 

・「かながわ男女共同
参画推進プラン（第
3 次）」策定 

・「かながわ人権施策
推進指針」改定 

・「第２次厚木市男女
共同参画計画」策定 

2014 年 

（平成 26） 

・「自然災害における
ジェンダー平等と
女性のエンパワー
メント」決議案採択 

・改正「DV 防止法」 
・第 58 回「国連婦人
の地位委員会」開催 

・「かながわ DV 防
止・被害者支援プラ
ン」策定 

・あつぎパートナー
センター閉館（４月
30 日） 

2015 年 

（平成 27） 

・「国連持続可能な会
開発サミット」にお
いてSDGs（持続可
能な開発のための
2030アジェンダ）
採択 

・「女性活躍推進法」
成立 

・「第 4 次男女共同参
画基本計画」策定 

・かながわ女性セン
ターを県藤沢合同
庁舎に移転し、「か
ながわ男女共同参
画センター（かなテ
ラス）」に名称変更 

・人権男女参画課を
市民協働推進課に
変更 

2016 年 

（平成 28） 
 

・改正「ストーカー規
制法」施行 

・イクボス宣言 
・「厚木市男女共同参
画市民意識調査」実
施 

2017 年 

（平成 29） 
 ・刑法改正  

・機構改革により市
民協働推進課を協
働安全部に変更  

・スマートワーク宣
言 
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2018 年 

（平成 30） 
  

・「かながわ男女共同
参画推進プラン（第
4 次）」策定 

・「第３次厚木市男女
共同参画計画」策定 

2019 年 

（令和元） 
  

・「かながわ DV 防止 
・被害者支援プラン」
改定 

 

2020 年 

（令和 2） 
 

・「第 5 次男女共同参
画基本計画」策定 

  

2021 年 

（令和 3） 
   

・「厚木市男女共同参
画市民意識調査」実
施 

2022 年 

（令和 4） 
 

・「困難な問題を抱え
る女性への支援に
関する法律」成立 

  

2023 年 

（令和 5） 
  

・「かながわ男女共同
参画推進プラン（第
５次）」策定 

・「第４次厚木市男女
共同参画計画」策定 

 

 

  



 

 

 

第４次厚木市男女共同参画計画 
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